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目的と背景：

　現在全国的に、栄養・食・健康関連の教育や
行政で、食物選択の行動目標や評価指標とし
て「主食・主菜・副菜を組み合わせる」食事法が
使われている 1 ～ 3 ）。この学術的な論拠は、著
者らが1970年代から蓄積していた実践や研究成
果 4 ～15）を、食生態学の視座で総括した論文、「料
理選択型栄養教育の枠組みとしての核料理の構
成に関する研究」16）（以下、原論文）にあると
されている。
　すでに30年以上を経過した今、食環境・食生

活スタイル・健康状態や食事パタンも大きく変
化し、かつ多様化がすすむ中、当時の食事調査
の分析結果をふまえて構築した料理区分の基準
等が適応しにくい例も少なくない104）。一方、料
理区分の基準等があいまいなまま使用され、料
理選択型栄養・食教育のコンセプトや特徴が活
かされない例も見受けられる。
　本稿では、原論文で提案した「料理選択型栄
養教育の核料理としての主食・主菜・副菜とその
構成」のコンセプト、核料理の概念（定義）や
区分の基準、これらを現実の食生活や食活動で
具体化するための主教材として開発・活用して
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きた「核料理マトリックスによる料理の類型化」
や「 3・1・2 弁当箱法」による食事法、それら
を実践につなげるために作成・活用してきた多
様な教育プログラム・教材を含めてふりかえり、
現代日本における「主食・主菜・副菜を組み合わ
せる」食事法を活用して栄養・食教育を展開する
ための検討課題を明らかにする。

方法：

　本稿の課題に関連し、著者らが執筆し公表済
みの著書、論文、教材等資料を分析し検討す
る。これにあたり、栄養学や栄養教育関連の用
語や概念について全国的にコンセンサスが得ら
れずに、研究者の判断による場合、または概念
等にこだわらずに用いられることが少なくな
い17, 18）。そこで、本稿では、これまで著者らが
食生態学研究の過程で吟味してきた内容を基に
用いた。一部、引用文献等で執筆当時の用語を
そのまま使用している場合もあるので、一貫し
ていない場合もある。
○�栄養・食教育：栄養指導、栄養教育、食教育、

食育等はそれぞれ使われてきた背景や対象と
する領域が必ずしも同じではないが、これら
の総称とした。栄養・食を併記したのは、栄養
が栄養素に矮小化されることを心配した。付
表 1 の図 B や図 E に示す「人間・食物・地域の
かかわり」の全体を対象領域とすることを強
調するためである。

　�　なお、栄養・食教育を次のように定義して
いる。すなわち、人々がそれぞれの生活の質

（QOL）と環境の質（QOE）のよりよい、持
続可能な共生をめざして、食の営みの全体像

（食の循環）を理解し、その視野・視点で食生
活を実践し、かつ可能な食環境づくり・仲間
づくりをすすめる力（食生活力、「食」力？）
を育てるプロセスである。このアプローチは
教育的アプローチと環境的アプローチの統
合、さらに環境的アプローチはフードシステ
ムと食情報システムの両側面の統合が必要で
ある19）。（付表 1 の図 A － 2 ）

○�食行動：人間行動の食物と関わる側面を総称
する。主として食べる行動（付表 1 の図 C）、
食事づくり行動（付表 1 の図 D）、並びに食生

活を営む力の形成に関わる行動から成り立つ
と考えられる20）。

○�食生態学 : 人間の食とその形成について、生
活や地域とのかかわりを含め構造的に明らか
にし、そのあり方を問い、その成果を活かし
た人間生活や社会の実現の方法を提案するこ
とをねらいとする21, 22）。（付表 1 の図 A － 2 ） 

○�専門支援者：教育分野で、従来は学習者を「対
象」、いわゆる指導や教育に携わる人を「指導
者」と呼ぶことが多かった。しかし学習の主
体者は学ぶ人であり、専門家等はそれを支え
るという、学習者主体論や自発的・民主的な
教育論の観点23）から、本稿では前者を「学習
者」、後者を「専門支援者」とする。

　なお、関連する用語の英語表記については、
別途検討しているので、ここでは触れない24）。

結果：

1 ．栄養・食教育の枠組みの一つとして「料理選
択型栄養・食教育」と、その主教材「食事の核料
理（主食・主菜・副菜）を組み合わせる」食事法
の構築

1 ）	新しい枠組みの必要性
（ 1 ）実践現場からの必要性11）

　食事を栄養素や食材料やバラバラの料理に分
解してとらえるだけでなく、食事をできるだけ

「食事ごと」とらえて、評価したり、他人に伝達
したりしていきたい。調理教育や栄養教育を受
けた人々のなかに栄養素間・食材料間のバラン
スをうまくとることはできるようになるが、料
理間のバランス、食事全体としてのバランスを
とることができない人が多いからである。食事
づくりがうまくできない原因の一つは、現実の
生活の中での食事や料理に対する認識と、教育
の中での食材料や栄養素に対する認識とがうま
くつながっていないことにあるように思う。栄
養教育の中では、「〇〇の栄養素を摂取するた
め、△△の食材料を使うことが必要だ。それを
抵抗が少なく、おいしく食べられるように××
の料理がよい…」というように、栄養素→食材
料→料理→食事の順に話が進められる場合が多
い。それは、栄養素摂取の有効な手段としての
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食材料であり、料理であり、食事であるに過ぎ
ない。
　しかし、人間は「料理」として食物に対面し、

「食事」として食べて生活している。具体的に
見たり、食べたり、作ったりするのは料理であ
り、食事であり、その中に食材料や栄養素が含
まれているのである。この点からすれば、料理
や食事が具体的な存在物であるのに対し、食材
料や栄養素等はそれらに内包されている、きわ
めて抽象的な存在である。とすれば、食事→料
理→食材料→栄養素の方向への発想やとらえ方
が、きわめて具体的・現実的でわかりやすいこ
とになる。
　これは食事を全体俯瞰して、内部へとすすむ
認識の方向であるから、従来の栄養素から出発
する栄養学の成果を大量に集めるだけでは解答
が得られないことになる。学理面を食生態学で
追及しつつ、栄養教育面については理解しやす
く、実践しやすい方法を試行錯誤し、その内容
や関係する条件等の検討をした。

（ 2 ）健康教育や行動学からの必要性
　健康教育や行動学等の方法論から、理解しや
すく、実践しやすい栄養・食教育の要件に次の
ことが考えられた。
　個人心理学的な意味からの「欲求論」、集団
心理学的な意味からの集団討議＋集団決定、
いわゆる incentive としての自我の関与（ego-
involvement）あるいはその実際的な方法として
の「参加」（participation）の観点を重視する
ことが必要である。同時に、食行動は 1 日に 2
～ 3 回以上の高頻度で、生存する間の長期にわ
たって繰りかえされる行動なので、各人が基本
的な知識や具体的な方法について理解する必要
があり、それに役立つ教育の方法論の検討が必
要であること、等である25）。

（ 3 ）「料理選択型栄養教育」の提案
　これらの観点で、従来の栄養教育を見直し
た。栄養所要量等の充足を目的とする栄養教育
の進め方は、ゴールを数値で示していても、日
常の選択行動から見ると抽象的な謳い文句に留
まることが多い。また食品群や食品構成をめざ
す栄養教育は食材を選択し調理し食事を準備し
食べる人にとって役に立つが、当時すでに増加

傾向にあった人々、すなわち、材料複合度の高
い加工食品や惣菜料理を頻度多く利用する人や
外食頻度の高い人には、あまり役に立たない。
著者は前者を「栄養素選択型栄養教育」、後者
を「食材料選択型栄養教育」と名づけた。これ
らを利用しにくい人を含むすべての人にとって
共通する食物選択行動の対象物は「料理」であ
ることから、もう一つの枠組みとして「料理選
択型栄養教育」の枠組みを提案した16）。
　繰り返しになるが、料理選択について、栄養
素や食材料選択の枠組みではうまくできないか
ら、その補助手段だけでない点である。『人間は
料理を食事として食べる」。人びとは生米をか
じるのでなく、「ごはん」とおかずを組み合わせ
て味わって食べる』、コメに含まれる栄養素を
摂取するためでなく、食べた料理に使われてい
る食材の中に含まれている栄養素等が体内に運
び込まれるのである。人々の選択行動の直接の
対象物は「料理」である。人間が食べる食物の
形態は「料理」であり、その組み合わせとして
の「食事」である。料理を栄養素摂取や食材料
摂取の手段としてのみ位置づけるのでなく、栄
養素や食材料では代行できない「食物」として
位置づけることである。この認識のあいまいさ
が、後述する行動目標や評価指標の観点の差異
に直接の影響を及ぼすことになる。
　本稿では、表 1 に原論文で提案した「料理選
択型栄養・食教育」の枠組みについて、従来か
ら使用してきた栄養素選択型栄養・食教育と食
材料選択型栄養・食教育との対照表を作成した。
原論文での記述にその後収集できた資料や近年
の行政資料等を加筆した。原論文研究の出発点
の問『日本人が「何をどれだけ食べたらよいか」
に関する食行動からみた栄養・食教育の枠組み』
と名付けた。
　2005年に公表された「食事バランスガイド」
は料理選択型栄養・食教育の枠組みを軸に検討
を始めたが、いわゆる複合料理の扱いをめぐっ
て意見が交わされ、料理の中身すなわち食材料
で区分けする方法を取り入れたので、結果とし
て、料理選択型栄養・食教育と食材料選択型栄
養・食教育の両方に軸足を置くことになってい
る26）。
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表 1　日本人が「何をどれだけ食べたらよいか」に関する食行動からみた栄養・食教育の枠組み

枠組みの名称 栄養素選択型栄養・食教育 食材料選択型栄養・食教育 料理選択型栄養・食教育

選択の対象と 
なる食物の形態 主要な栄養素、エネルギー等 料理の主要な食材料（含む調味料） 食事の核となる料理

対象となる主な
食行動や営み

人体の栄養生理・代謝、 
食物内の成分

食料生産・加工・流通・食材料入手・
調理・保管・廃棄等の食行動

食事づくり・食事を食べる・ 
食情報の交流等の食行動

栄養・食教育の
枠組みや指標の
開発・提案者や

組織（初出著書・
論文等）

「日本国民食栄養規準」（食糧報
国連盟、1940年）、「日本人 1 人
1 日当たり所要摂取量」（国民食
糧及び栄養対策審議会（内閣）、
1947年）、「日本人の食事摂取基準

（2005年版）」（日本人の栄養所要
量―食事摂取基準―策定委員会、
2004年）、「同左（2015年版）」（2014
年）、等

「単位式献立法」（佐伯矩、1930
年？）、他に 3 群、 4 群、 5 群、 
6 群、 8 群、10群、18群等

a	「料理選択型栄養教育の枠組
みとしての核料理とその構成
に関する研究」（足立己幸、
1984年）

b	「食事バランスガイド」（厚
生労働省・農林水産省共同、
2005年）等

b a

近年、日本で慣
用されている代
表的な基準や教
材（量を明記）の

名称

「食事による栄養摂取量の基準
（食事摂取基準）」（厚労省告示
2015年）

「 6 つの基礎食品」（厚
生省公衆衛生局長通知、
1958年。一部改正1981
年）

「食事バランスガイ
ド」（厚生労働省・農
林水産省決定、2005
年）

核料理としての主
食・主菜・副菜の組
み合わせ「 3・1・2
弁当箱法」（足立己
幸・針谷順子、1985
年）

食事の構成要素
や指標と 

その区分法

「食事摂取基準」で取り上げられ
ているエネルギーと33の栄養素

栄養成分の類似してい
る食品を 6 群に分類す
ることにより、バランス
のとれた栄養素を摂取
するために、具体的にど
んな食品をどのように
組み合わせて食べるか
を誰でもわかるように
したものであり、これ
を活用することによっ
て栄養教育の効果を上
げることが期待できる。
各群について、主な食品
を上げ、含まれる主な栄
養素の種類、食事の中で
の役割等を記載した。

a で公表されていた
主食・主菜・副菜を
区分の基礎として
作成された。しか
し、主材料の複合状
態により別立ての

「複合料理」の概念
を取り入れたため、
料理選択と食材料
選択の両方に軸足
を置いている。

日本の生活文化で
慣用されてきた料
理群を基礎に、栄養
素構成や食材料構
成との整合性が高
いことを確認して、
主食、主菜、副菜の
3 種を核料理とし
た。

適量を示す 
食事の全体量 

サイズ、構成要
素や指標の 
単位と量

1 日単位。
各栄養素の適正量検討の基礎
データ（推奨量、目安量等）が示
されている。各栄養素固有の単位
で表示

1 日単位。
年齢・性別・生活強度等
別に食材料群別の各食
品群の総重量で示す

1 日単位。
各料理群固有の算
出法によるサービ
ング（つ）で示し、
サービング（つ）の
合計で全体量を調
整する

1 食単位。
全体量を弁当箱等
の容積（100kcal はほ
ぼ100ml に相当）で
示し、各料理群の量
を容積比（主食 3 、
主菜 1 、副菜 2 ）で
示す

栄養・食教育の
行動目標・評価
指標の呼びかけ

文の事例

栄養バランスのよい食事を 毎日の食事に必ず 6 つ
の食品群を組み合わせ
ましょう

食事バランスガイ
ドを活用し、コマを
うまく回しましょ
う

マイサイズの弁当
箱で 1 食量を決め、
主食 3・主菜 1・副
菜 2 の割合で組み
合わせましょう

主な学習者の 
特性（年代、 

学習ニーズ等）

主としてエネルギーや栄養素量
の厳密な調整が必要な健康状態
にある人、スポーツ関係者等とそ
の専門支援者。栄養管理に携わる
専門家等。ただし生活者のすべて
が多様な栄養素のネットワーク
で栄養が営まれていることを知
る必要がある

主として、食料生産・加工・流通・入
手・料理づくりに関わる人、その専
門支援者。ただし生活者のすべてが
人間は多様な生物を料理の材料に
していること、その良好な組み合わ
せで健康な発育や生活に必要な栄
養素等が確保できることを知る必
要がある

食事を準備し、食べるすべての
生活者とその専門支援者

食事の特性の 
うち、直接関係

する側面

主として食事の栄養面 主として、食事の栄養面、食材料に
関わる生活面や社会経済面

主として、栄養面、味面、食文
化面、生活面や社会経済面

作成：足立己幸（2017）



栄養・食教育の枠組み「料理選択型栄養・食教育」、主教材「食事の核料理（主食・主菜・副菜）を組み合わせる」・「3・1・2弁当箱法」による食事法

53

2 ）	料理の類型化
　料理選択型栄養教育の要素である料理をどの
視点でとらえ、どのように類型化するかが、次
の課題であった。日本人の食生活に登場する料
理は、食材の多様さ・調味や調理法の多様さ・盛
り付けの多様さ・料理の組み合わせの多様さ・食
べ手側の多様さ・地域の多様さ、さらに呼称の
多様さ等が絡み合っているので、無数にある。
　一般生活者にとってわかりやすい、なじみや
すい点を重視すれば、日常生活の中で慣用され
てきた類型がよい。そこで、日本で慣用されて
いる食事・料理の類型を収集し、A 食べる人間
側（食事様式や食制等）と、B 食物の内容や形態

（食物形態）に二分し、整理した。A には食べる
時期、場所、姿勢、食べる人のライフステージ・
健康状態・健康上の目的、食事の文化的・社会的
目的、食事を共にする人的構成、食事がつくら
れ食べられた文化圏や国、時代等が該当し、B
には食具、料理（並べ方、組み合わせ）、食材
料（加熱方法、調理の手のかけ方、料理の形態、
主食料理の材料・副食の主材料・動物性食材料の
有無等）、栄養成分（注目する栄養成分の有無、
栄養素間の量的バランス）等に類別できた16）。
　食事を俯瞰し、料理の相対的位置関係で、か
つ主材料の種類や量で判別しやすいことを優先
し、前項であげた B 食物形態で料理の組み合わ
せによる類型である、「主食と主菜と副菜」を、

「核料理」として選定した16）。すでに著者らは、
別途、主食・主菜・副菜とその構成に注目して、
複数地域のさまざまな年齢層の人々の食事の実
態を把握し、食事を食べる人にも理解しやすい
緩やかな類型として利用可能であることを確認
していた11～15）。

3 ）	食事の核料理としての「主食」「主菜」「副
菜」の定義16）

　表 2 に、原論文で公表した定義を記した。次
の特徴を持つ。
　①主食・主菜・副菜の定義について、各料理の
食材料や栄養素等の物的構成面からだけでな
く、食事全体の中での意味・役割面との両面か
ら特徴を表記した。食事全体の中での意味・役
割とは以下のアンダーラインを引いた部分であ

る。
　＜主食料理＞食事を構成する料理の中で中心
的な位置を占め、かつ穀物を主材料とする（約
50～60g 以上を含む）料理。これは、食事にエ
ネルギーを始め各種栄養素を提供し、かつ他の
料理選択のリード役を担っているので各食事に
欠かせない。
　＜主菜料理＞食事を構成する料理の中で中心
的な位置を占め、かつ大豆、卵、魚、肉などを
主材料とする（約50g －鶏卵 1 個の大きさに相
当－以上を含む）料理。これは蛋白質、脂質を
始め、各種栄養素を提供し、 1 食の総栄養素量
の決定に及ぼす影響が大であるので、各食事に
欠かせない。
　＜副菜料理＞食事を構成する料理の中で主食
料理や主菜料理を補強する上で中心的な位置を
占め、かつ野菜等を主材料とする（約50g －鶏
卵 1 個の大きさに相当－以上を含む）料理。こ
れは、ビタミン、ミネラルを中心とする栄養面
の補強をすることはもとより、味面の補強の役
割も大きく、食事としての多様さを作り出す上
で果たす役割が大きいので、各食事に欠かせな
い。
　＜核料理＞食事を構成する料理の中で、中心
的な位置を占める料理。日本の食事文化では、
主食料理、主菜料理、副菜料理の三種の核料理
が、それぞれの役割を果たし、食事の味や栄養
面の質を高めている。
　なお、異なった食事文化圏では、Core food ま
たは Key food と名づけ、地域性を発揮する食
生活や食環境づくりのシンボルとして活用して
いる。
　＜核料理以外の料理＞上記の定義に従えば、
主材料が少量であるために核料理にならない料
理（例えば、 2 ～ 3 切れの漬物、一口ほどの佃
煮、実の少ない汁物など）、いわゆる飲み物、果
物、菓子類などである。
　②栄養面の評価について、栄養素選択型栄養
教育の枠組みとなる「栄養所要量」（現在は「食
事摂取基準」）や食材料選択型栄養教育の枠組み
となる「食品群や食品構成」との整合性検討は、
各料理単位でなく、当該料理を含む「 1 食」の
食材料構成や栄養素等構成、ならびに当該料理
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を含む「 1 日」の食材料構成や栄養素等構成を
用いた。
　さらに栄養素等摂取量の評価は、各栄養素等
の栄養所要量に対する各摂取比率でなく、栄養
素バランススコア16）による栄養素間の摂取バラ
ンス状態を用いた点である。その理由は、食事
の中で、個別の料理の栄養素等提供量を知るこ
とでなく、食事中に主食と主菜と副菜が組み合
わさってあることが、食事全体の栄養素等提供
量の質を高くするか、否かである。
　検証したいことは、おいしそうで健康によさ
そうな 1 食を選ぶ→合理的な食材の組み合わせ
からできている→中に含まれている栄養素等の
バランスは良好だの順、すなわち「全体から部
分へ」の全体俯瞰を重視した行動指標としての
適否を求めるからだ。
　表 2 に、食事を構成する核料理とした「主
食」、「主菜」、「副菜」と「その他の料理」の各
定義を示した。左側には、原論文での食事分析
結果をふまえ専門支援者が使用できる概念の表
記を、右側には一般生活者にとってわかりやす
く、実践しやすく、多くの人びとと共有しやす
いことを考慮した定義を示した。いずれも、「食

事の核料理としての役割」を明記している。

2 ．多種多様な料理を全体俯瞰し、複数の選択
要因を調整しつつ料理選択ができる「主食・主
菜・副菜料理マトリックス」の構築と活用
　料理の種類を知らない、具体的な料理を主
食、主菜、副菜に区分できない、知っていても
各料理を羅列的にとらえ、体系的に把握できな
い人が多い。これらの傾向は加工食品依存度や
外食利用頻度の高い人々に多いことから、料理
の全体像を概観できる教材が必要であると考え
ていた。
　一方、管理栄養士・栄養士等栄養専門支援者
が、主食、主菜、副菜の概念等を教育現場で活用
するにあたって、従来の主材料や調理法を区分
原理とする方法に慣れているためか、核料理の
視点で料理を整理できない現状も見られた。さ
らに日本の食事には食材料の多様さ、調理法の
多様さ、盛り付けの多様さ、食べる人側の条件
の多様さ、地域の風土や生活文化の多様さ等が
複雑に絡み合って、無数に近い形態の料理が作
り出され、かつ呼称も複雑で、多種なので、類似
した料理をまとめて扱う方法が必要であった。

表 2　核料理（主食、主菜、副菜）と、その他の料理の概念・定義

核料理名 料理選択型栄養教育を提案した当初の概念☆
教材性を考慮して、生活者が理解し、実践し、共有しやすい表現にした定義

食事の核料理としての役割 核料理の主材料 核料理に含まれる 
主な栄養素等

主食

食事を構成する料理の中で、中心的な位置を占め、
かつ穀物を主材料とする（約50－60g 以上を含む）
料理。これは食事にエネルギーをはじめ各種栄養
素を提供し、かつ他の料理選択のリード役を担って
いるので、食事に欠かせない。

食事の中心となる料理。
主食の種類によって組み
合わせる他の料理の種類
や量が異なり、食事全体へ
の影響が大きい。

主材料は穀物 炭水化物を多く含み、エ
ネルギーの主な供給源
になる。食物繊維の摂取
も期待できる。

主菜

食事を構成する料理の中で、中心的な位置を占め、
かつ大豆、卵、魚、肉などを主材料とする（約50g
―鶏卵 1 個の大きさに相当―以上を含む）料理。こ
れは蛋白質、脂質をはじめ各種栄養素を提供し、1
食の総栄養素量の決定に及ぼす影響が大であるの
で、各食事に欠かせない。

食事の中心となる料理。
料理のサービングサイズ
が大きいので、食事全体の
エネルギーや栄養素量へ
の影響が大きい。

主材料は魚介類、肉類、
卵類、大豆・大豆製品な
ど

たんぱく質や脂質を多
く含む。

副菜

食事を構成する料理の中で、主食料理や主菜料理を
補給する上で中心的な位置を占め、かつ野菜等を主
材料とする（約50g―鶏卵 1 個の大きさに相当―以
上を含む）料理。これはビタミン、ミネラルを中心
とした栄養面の補強をすることはもとより、味面の
補強の役割も大きく、食事としての多様さを作りだ
す上で、果たす役割が大きいので、各食事に欠かせ
ない。

主食や主菜と組み合わ
さって食事全体の質を高
める料理。色、形、香り、
食感等が多様なので、食事
全体を豊かにし、多様にす
る。

主材料は緑黄色野菜、
その他の野菜、いも類、
きのこ類、海藻類など

各種ビタミン、ミネラ
ル、食物繊維などを多く
含む。

その他

上記の定義に従えば、主材料が少量であるために、
核料理にならない料理、いわゆる飲み物、果物、菓
子類など。

主食、主菜、副菜には該当
しないが、食事全体にうる
おいや多様さを与える。核
料理に添える「もう 1 品」
や「プラスハートの 1 品」
と呼ぶこともある。

1 サービングが小さい
汁物、飲み物、牛乳・乳
製品、果物など

☆：足立己幸．料理選択型栄養教育の枠組みとしての核料理とその構成に関する研究．民族衛生．1984: 50: 70－107.
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1 ）	複数の選択要因を調整するメモ書きから
生まれた「マルチ食品群」「マルチ料理群」
の視点

　著者は保健所等での生活者への栄養指導の現
場で、通常の栄養素構成を区分の基礎とする食
品群に対し、日常生活では矛盾する食物選択要
因をクロスし、調整をしつつ選択を進めるため
の二次元の表を作成し、活用していた。例えば
価格や入手しやすさ等の条件をクロスして考え
る「食品群×価格」である。時には、調理時
間量の長短、調理技術の難易度等であった。大
学教育の現場では、さらに加工食品や外食での
入手可能性、国内生産物か輸入品か、離乳食や
高齢者の食事と共用できるか否か等をクロスさ
せ、「マルチ食品群」と名付けていた。学習者が
抱える食物選択の悩みの内容を取り上げ、作表
を共にしながら回答探しをする場合も少なくな
かった。同じ発想で、食品群の代わりに料理群
名を入れ、文化圏（日本風料理、外国風料理）
とクロスし「マルチ料理群」を作表し活用して
いた。時には表の形態から「食品群マトリック
ス」「主食・主菜・副菜料理マトリックス」と呼称
する場合があった20, 27, 28）。

2 ）	幼児の食事調査結果を踏まえ、「核料理群別
料理と主な調理法のマトリックス」を作成
し、注目する料理特性を組み合わせて検討
する「幼児用サンプル料理」の選定と活用

　1998年から原論文の概念を基礎に、厚生科
学研究『幼児のライフスタイルに対応し、「食
事」を指標とする食教育の枠組みに関する研
究』29～31）を開始した。 1 年次には 1 日を単位
とし、栄養素等選択の指標となる「給与エネル
ギー・栄養素の質と量」、並びに食材料選択の指
標となる「食品構成」の適正値の検討をした。
2 年次には 1 食を単位とし、家庭、保育所、外
食堂での供給量と摂食量の実態をベースに、栄
養素バランス面、食器・食行動面、食嗜好の形
成面、食文化・調理面、食情報・食環境面から
の検討結果を取り込んで、「幼児用実物大料理
カード」130枚（写真およびデジタル画像）を
試作した。 3 年目にこのカードの利用可能性や
有効性の介入検討をし、幼児期の特殊性をふま

えた「料理選択型栄養教育の枠組み」を構築し
た。これら一連の検討の基礎に「核料理（主食・
主菜・副菜）群別料理と主な調理法のマトリック
ス」を用い、必要に応じて他の料理特性や選択
要因を組み合わせた。核料理マトリックスの視
点は、生活現場での矛盾し合う選択要因を整理
するツールとしてだけでなく、保育士等異職種
の専門家や養育者を含めて討論をする時に具体
的で、論点が明確になり、多方面から共有しや
すい資料として評価された。この研究成果は、
2003年厚労省「食を通じた子どもの健全育成（－
いわゆる「食育」の視点から－）のあり方に関
する検討会」や幼児期の食育関連の指針等に活
用され、幼児期のポーションサイズやそれをふ
まえた食物頻度調査票作成の基礎として活用さ
れている32, 33）。

3 ）	生活習慣病等健康課題解決を検討する「核
料理（主食・主菜・副菜）マトリックス」の
作成と活用

　1985年公表の「日本人のための食生活指針」
（ 5 項目のトップ、「多様な食物を組み合わせ
て」のサブ項目に「主食・主菜・副菜をくみあわ
せて」が入る）の成果を踏まえて、2000年に厚
生省・農林水産省・文部省（いずれも当時の呼称）
の 3 省合同の「食生活指針」が策定され、2016
年には一部修正を行い、現在も全国の食育の方
向を決めている。10項目の第 4 項目に「主食・主
菜・副菜を組み合わせて」と決まり、策定内容の
根拠となる資料が必要になった。前項で示した
幼児期の「核料理マトリックス」等の枠組みを
基に、当時国レベルでの最新データであった平
成 7 年国民栄養調査結果の実数を投入し、日本
人の「主食・主菜・副菜料理マトリックス」を作
成した。「料理の類型化及び教育媒体のフレー
ム検討」の一環である34, 35）。表 3 は核料理群別
主材料（表側）と主な調理形態（表頭）のマト
リックスで示した。作成時のミッションが生活
習慣病の予防であったので、表頭に示した調理
形態について、生のままから揚げ物まで、加熱
方法と調味方法のいずれもエネルギー比率（具
体的には油脂の使用比率）の低い順に並べた。
したがって、各核料理について、表右側の調理
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表 3　「主食・主菜・副菜料理マトリックス」で類型化した日本人の料理摂食状況34, 35）
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形態の料理が多い場合に、食事全体としてのエ
ネルギー摂取量が多くなる可能性を持つことに
なる。
　これが「食事バランスガイド」の「主な料理・
食品」（114料理・食品）の基本となる「サンプ
ル料理」選定の基礎「主食・主菜・副菜料理マト
リックスで類型化した日本人の料理摂食状況」
になった36）。

4 ）	作成した「核料理（主食・主菜・副菜）マト
リックス」を多様な課題に合わせて活用する

　料理選択の目的、目標、重視したいこと等を
表頭にとりあげる。例えば、a 健康上考慮しな
ければならない条件（胃腸系の疾患、咀嚼力等）
の順。適塩（過多摂取者は減塩、過少摂取者は
増塩が必要な場合もある28））、b 子どもたちの

「好きな順」や子どもたちが「食べるといいなと
思っている順」、c「調理法が簡単な順」、「得意
な順」、d「食材等の入手アクセスや保存性の高
い順」、e「地域生産物や食料需給率の高い順」
等、食べる人の心身の健康、生活や地域・環境面
など可能である。
　付表 2 は「主食・主菜・副菜料理成分表」の理
論編の一部に掲載した「核料理マトリックス」
である37）。①本書がどんな料理を取り上げてい
るか、いわば取り上げている全「料理の世界」
を概観できる。②出現頻度の高いマスに丸印を
付け、さらにサンプルメニューにとりあげてい
る料理の写真が貼ってあるので、それらの全料
理の中での位置・特徴を知ることができる。③
日常食べている料理や食べたい料理がどこに張
り付くかを、ゲーム感覚で確認することもでき
る。④同じマトリックスを使って、食べた料理
の年次経過や地域・集団・家族・個人の食事パタ
ンの比較をすることもできる。
　一方、表側の項目立て、すなわち料理群、主
材料群についても、学習目的や目標によって細
分化の程度を変える必要がある。ここでは主材
料群は「 6 つの基礎食品群」との整合性を考え
た。細分類については、日本の食文化の中で使
用してきた、ごはん・飯類、パン類、麺類の区分
を入れた。主菜群では、栄養素構成や食材料購
入法に差異がみられるので、生と加工品に二分

した。
　以上、「核料理マトリックス」は多種多様な
料理の分類の手段として作成を開始したが、出
来上がったマトリックスは、各核料理の主食材
料に軸足を置き（内包する栄養素構成を推定す
ることができる）、注目する栄養・食教育の課題
にあわせて料理の組み合わせを全体俯瞰できる

「料理の組み合わせマップ」の役割を発揮してい
るといえよう。

3 ．教材性を高めることを重視した「 3・1・2
弁当箱法」による食事法の構築
　本稿の課題である「何をどれだけ食べたらよ
いか」について、「主食・主菜・副菜を組み合わせ
る」食事法から「何を」食べたらよいかの回答
は得られるが、「どれだけ」食べたらよいかは
わかりにくい。著者らは、前項の「核料理マト
リックス」の開発研究に並行して「どれだけ食
べたらよいか」の教材の構築を進めていた。
　すでに、栄養素や食材料の不足分を補う積み
上げ方式の食べ方に慣れてきた一般生活者の中
には料理選択でも同じ方法、すなわち「主菜が
足りないから加える」「副菜が足りないから加え
る」と加算するので、結果として摂食過多で健
康状態を悪化する人が少なくなかった。逆に少
量でも 3 種の核料理が揃っていることで良いと
解釈し、全体の食物量が少なく、低栄養になり
体調を崩す人も現れていた38）。適量で、バラン
スの良好な食事をどうとらえ、食べたらよいか
を知る教材の開発が急務であった。
　しかも、一般生活者も専門支援者も料理選択
型栄養・食教育構築の時と同じニーズ、すなわ
ち、“すべての人々にとってわかりやすい、実行
しやすい、他の人と共有しやすい、結果として
学習者の食物選択力形成に役立つ、環境にやさ
しい教材や方法がほしい”と願っていたので、
これが開発研究の基礎になることは必須であっ
た。そこで、教材の意味や役割の確認を行った。
　
1 ）	栄養・食教育の教材のコンセプトと定義
　教材の概念や開発・活用については、教育学
等専門分野で議論が重ねられ、さまざまな説が
出されている。著者は食生態学が、学習者主体
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で、科学的な根拠を持つ専門支援によってすす
められ、生活の質と環境の質のよりよい共生
の実現を狙うことから次のように定義してき
た。すなわち、「栄養・食教育の教材とは、学習
目的や目標を実現するために選択され、体系化
された資源である。学習者とその支援者が学習
目的や学習のプロセスを共有できる資源でもあ
る」39, 64, 65）

　この定義によれば、専門支援者が準備した教
材はそのままでは教材でなく、具体的な実践の
場で、学習者のニーズのもと、必要に応じて修
正・加筆・再編されて「教材」になる。活用され
ることにより教材性が高まり、目的を果たしつ
つ次の具体的な課題を提案することもある。だ
から、体裁が整えられ、商品化されたいわゆる
市販教材はそのままでは教材としての完成品で
はなく、その課題や学習条件下での「教材案」
または「参考になる教材」に留まる。学習の諸
条件に合わせ、活用され、補正・修正・再構成さ
れて初めて、「その課題の学習のための教材に
なる」ということになる。
　こう考えると、教材の要件の一つに、こうし
たプロセスに耐える柔軟性も必要になる。今ま
で求めてきた“わかりやすい、実行しやすい、
共有しやすい教材”の意味が教材そのものの質
向上に欠かせないことになる。とすると準備す
る教材案の質も問われることになるので、あら
ためて、教材の要件を確認する必要がある。
①�学習目的や目標が明確で、具体的であること
②�学習者について①の課題に関する学習ニーズ

やレディネスを具体的に把握し、行動変容の
どのステージにあるか等の確認がされている
こと。さらに複数人の場合はグループまたは
地域全体の住民等、さらにマスメディアを使
用するときは不特定多数の利用者全体につい
て把握しなければならない。

③�専門支援者側の事情や力量も問われる。いわ
ゆる専門家として、特定のテーマについての
深い知識やスキルがあっても、担当する課題
について学習者目線での知識やスキルを得て
いるとは限らない。従来の指示型教材の場合
は「理解できない人は、努力して理解できる
ようにしなさい」「実行できない人は、周り

の条件整備をして、理解を得てできるように
しなさい」等と指示し、教材はその補助資料
であった。これに対し、学習者主体の自発的
な学習をめざす教材の場合は、かかえている
課題解決のために、何をしたらよいか、その
ためにどの方向にどのような知識やスキルを
使ったらよいか、そのために必要な教材を選
ぶ必要がある。そのためのコメントを専門支
援者が発信しつつ、より質の高い内容を得て
いくことになる。これは文科省の学習指導要
領改訂のキーワードの一つ、主体的・対話の
深い学び（アクティブラーニング）のコンセ
プトや方法に直接つながっている40）。

　これらの経過から、著者は先に書いた教材の
定義に重要な 1 文を加筆し、以下のように修正
することにした。すなわち、「栄養・食教育の教
材とは、学習目的や目標を実現するために選択
され、体系化された資源である。学習者とその
支援者が学習目的や学習のプロセスを共有でき
る資源でもある。この視点からすると、教材は
学習者と学習支援者の協働によって質が高めら
れ作成される（足立己幸、2017）」
　言い換えれば、「教材は学習の過程で、学習者
と学習支援者による検討の産物であり、進化し
つつ、つくり替えられていく資源である」
　「 3・1・2 弁当箱法」による食事法は、すでに
学習者の主体性を重視する料理選択型栄養・食
教育を基礎とするので、これら教材の要件を備
える可能性が高いだろうが、十分に認識してい
るかは疑問である。

2 ）	「 3・1・2 弁当箱法」による食事法のコン
セプト

　“わかりやすい”ことを実現するためには①実
物と同じ、または実物に限りなく近いこと、②い
つもやっている方法、またはなじんでいる方法
であること、③本で調べたり、難しい計算等を
しないでも、見てわかること。そして、“実行し
やすい”ためにはこれらに加えて、④身近で手
に入りやすい（安価である）こと、⑤手数や時
間がかからないこと　そして感情的には⑥いい
な、と感じること。さらに、“共有しやすい”た
めには、⑦①から⑥までの要件に加えて、伝え
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やすいこと等が必要になる。どれも大変難しい。
　しかし、食事はすべての人の日常茶飯事の営
みなので41）上記の要件をクリアしやすいが、一
方繰り返し行われているので、習慣化し、行動
変容は難しい側面もある10, 42）。
　料理選択型栄養・食教育研究と実践での多く
の蓄積をふまえ、上記の教材性を高める議論を
繰り返し、「何をどれだけ食べたらよいか」につ
いての解答の一つとして、「 3・1・2 弁当箱法」
による食事法とその 5 つのルールを図 1 のよう
に提案した。
　はじめに、❶ 1 食の食事を全体俯瞰で 1 食の
総量を、みてわかりやすい「容積」で決める。
❷核料理の組み合わせは、年齢や体格を超えて
共通の組み合わせ法にするために、割合で示

す ❸最後は食事なのだから「おいしそう！」
のチェックをする ❹基本は概量で決め、後か
ら部分や詳細なチェックをする ❺あくまで概
量・概数で正確に押さえ、細部の微調整ができ
るような柔軟さを確保するなどを重視して検討
したのである。
　検討経過の詳細については、各参考図書
等43～49）で確認していただけるとしてここでは
触れないことにする。
　日常的にやっていることを積極的に取り入れ
た例を挙げると、❶については、日常使用して
いる「弁当箱」にした　❷については、普段か
らの家族の会話で交わされる「ごはんばかり食
べないで、おかずも食べましょう。おかずは主
菜だけでなく、野菜たっぷりの料理も一緒に食

図 1　「 3・1・2弁当箱法」： 5つのルール日本語・英語58, 65）
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べましょう」にヒントを得た。
　 5 つのルールのそれぞれについて、栄養学や
食生態学研究等の成果を基に仮説を設定する。
その内容について、年齢、健康状態、食歴、生
活スタイル、地域等の異なる人々の食事内容の
分析、注目する課題についての介入研究等の
繰り返しで検討を重ね、 5 つの項目内容を決
め50～68）、図 1 のとおり表記したのである。
　そして、「 3・1・2 弁当箱法」による食事法構
築で、重視した点を含め、「 3・1・2 弁当箱法」
による食事法のコンセプトを図 2 に示した。食
事を全体俯瞰し、前述の学習者主体の教材論を
重視した本教材の特長が浮き彫りにされた。食
事観の革命が起きたと評されたほどである。

3 ）	「 3・1・2 弁当箱法」による食事法の 5 つ
のルールと活用のポイント

　詳細を羅列的に説明することは本稿の目的か
らそれると考え、付表 3 に、NPO 法人食生態
学実践フォーラムが会員や関係者へ教材として
作成したリーフレットをそのまま掲載した。本

リーフレットは著者が、2017年度に入り「 3・
1・2 弁当箱法」による食事法についての周知
用の教材を、公益社団法人全国米穀安定供給確
保支援機構が全国大学生の体験学習用の冊子69）

や、公益社団法人日本栄養士会が全国会員に配
布するリーフレット70）等について、それぞれの
組織の研修目的等に対応した内容で執筆した後
に執筆したので、両者の作成過程で検討した視
点や成果も内包していると考えたからである。
　栄養・食からの専門家を支える NPO 法人の
リーフレット作成にあたっては、食をめぐる多
様な活動に関わる会員等が十分な議論をして仕
上げていることと、必要な個所に科学的根拠と
なる論文等の出典を付記しているので、活用し
やすいと考える71）。

4 ）	異なった生活スタイルや食環境下での
「 3・1・2弁当箱法」による食事法の応用・
展開

　本稿の結果 4 で、一部をくわしく紹介する
が、さまざまな展開がすすめられている。

図 2　「 3・1・2弁当箱法」の視点の特長38）
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　例えば、形が多様な弁当箱に 3・1・2 の割合
で核料理のレイアウトを工夫した展開、弁当箱
でなく、日常使用している「ごはん茶碗」を容
量のマスにした展開63, 64）、学校給食や福祉施設
の給食を活用した展開、コンビニ弁当での工
夫72）、大震災時の被災地保育園や医療チームス
タッフ支援73）、仮設住宅の居住者の食からの自
立支援でのプログラム形成74）、子ども食堂での
食からの支援での展開75）等全国的に活用の輪が
広がっている。また、在日外国人への日本食研
修76）に加えて香港市の学校給食プログラムへ
の導入77） 、韓国でのキムチを副菜に入れた食文
化の特徴を発揮する配食サービスの検討78）等、

「 3・1・2 弁当箱法」のコンセプトや表現法を異
文化圏で展開する活動79）の輪も広がっている。
　しかし、本稿の考察で述べるとおり、これら
は各活動の各努力ですすめられていることが多
く、今後、それぞれの地域性や文化性を活かし
た展開方法の方法論の検討が課題として残され
ている。

4 ．活動目的や特徴に対応し、「 3・1・2 弁当箱
法」による食事法を用いた栄養・食教育の多様な
展開
　「 3・1・2 弁当箱法」による食事法を用いた栄
養・食教育は、全国中さまざまな地域やグルー
プで、それぞれの活動理念や目的にのせて、多
様に展開されている。このことは、「 3・1・2
弁当箱法」による食事法活用の輪が広がること
に加えて、作成してきた教育プログラムや教材
の利用可能性や有効性の実践的検証であり、さ
らに次の課題提起につながる。まさに「研究・理
論・実践の環」の質を高める役割を担う。

1 ）	高齢者福祉施設を拠点とし「 3・1・2弁当
箱法」による食事法を活用した食活動：社
会福祉法人Kの事例（付表 4）

　“地域の高齢者が健康で安心した生活がおく
れるように、「地域でくらすみんなの家」とし
て、包括的な福祉サービスを提供します”を理
念に、着実な活動を進めてきた社会福祉法人健
友会（以下 K）は、1997年の法人認可準備中か
ら、食からの支援を重視してきた80）。具体的に

は設立当初から施設内外の人びとが自由に使用
し、研修も可能な「食事づくり（実習）室」や
地域交流センターにボランティアメンバーを含
めて食事サービスを分担できる小型キッチンを
設置した。さらにこれらの活用実績を踏まえて
2012年には、施設利用者への食事提供ととも
に、食からの地域支援を組織的に行うことがで
きる「食のセンター」システムを構築し、活動
してきた。
　著者は「食事づくり（実習）室」の設計段階
から討論に参加し、2006年からは K 地域交流部
顧問として、高齢者の生活の質向上へ貢献でき
る食支援のあり方に関する検討や関係者の研修
に関わってきた。また、施設開設に当たり、食
からの支援の基礎の一部に、著者らが1983年か
ら宮城県蔵王町に設営していた「食生態学生活
実践セミナーハウス」の生活実験や専門家研修
の機能・教材等の一部を持ち込み、継続し、現在
に至っている49）。
　施設の管理栄養士や生活支援専門職員等人的
資源の充実もすすみ、2010年からは、「 3・1・2
弁当箱法」の開発研究と実践に深く関わってき
た針谷順子高知大学名誉教授（調理学）が2016
年から地域事業部長として、食からの支援の計
画・実施・評価・人材養成等に関わっている。
　付表 4 の活動は「 3・1・2 弁当箱法」による
食事法実践の視点から、以下の特徴をもつ。
①�地域性をふまえ、地域高齢者の健康やライフ

スタイルに対応し、かつ高齢者自身の食の自
立力アップにつながる食支援のための、K が
所在する地域のアセスメント・計画・実施・評
価、これらをふまえた教材「共食手帳」81, 82）

等制作を地域高齢者と共有しつつすすめ、活
用してきた。特に「地域の食環境シート」を
使いながら、自分に合った 1 食づくりを「 3・
1・2 弁当箱法」による食事法を基礎に、学び
合える。

② �K 施設内の地域交流センターで毎週土曜日
に開く「なごみ」は施設内外で生活する高齢
者やその家族・友人との共食の場として、地
域に開放されている。当日提供される昼食メ
ニューを素材にした「 3・1・2 弁当箱法」の
ミニメッセージ（リーフレット）が作成・配布
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され、実際に食べる食事と対照しながら会話
が交わされることもある。メニューは同じだ
が、食べる人の心身のニーズに合わせて、飯
茶碗を選び、主食や食事全体の適量を話題に
しあい、施設関係者とも積極的な情報発信の
場となることも多い63）。

③�夏期に、NPO 法人食生態学実践フォーラム
や医療法人西部診療所と共催で開く「食事づ
くりセミナー」では、小中学生が「 3・1・2
弁当箱法」による食事法を学び、その学習過
程で地域高齢者へ「その人に合った食事」を
プレゼントし、共食するプログラムが恒例に
なっている66, 83）。

④�さまざまな世代、認知症を含む健康状態の異
なる人々の共食プログラムを作成し、学び合
いの輪が広がっている83, 84）。

⑤�①から④の学習を多様な専門職種の施設職
員、近隣の大学生（栄養学分野、地域開発分
野等）や地域の元気高齢者が協働することに
より、「 3・1・2 弁当箱法」による食事法の多
様な展開可能性と、関わる人々自身の食事力
形成や専門家研修につながる。

⑥�上記のプログラムや実践スキル形成は厚労省
や独立行政法人福祉医療機構等の事業助成を
受託して実施することから、実践成果が全国
の関係部署や専門家と共有され、活用される
ことが多い。

2 ）	大学を拠点とし「 3・1・2弁当箱法」によ
る食事法を活かした教育・研究・社会活動・
人材養成の循環―N大学管理栄養学部の事
例（付表 5）

　2006年、著者が大学院博士前期課程の「栄養
教育学特論」に料理選択型栄養・食教育とその主
教材としての「 3・1・2 弁当箱法」による食事
法の開発と実践に関する講義と実習を取り入れ
た。この内容について大学内の複数分野の教員
による多様な展開ニーズが出され、具体的な活
動がすすめられた68）。
　N 大学では、名古屋市保健衛生行政で学校給
食や高齢者福祉の栄養活動を担当し、その間国
際協力活動の実績を重ねた上で、栄養教育学等
を担当する安達内美子准教授（以下、A 教員）

と、さまざまな規模の医療施設で栄養管理の経
験を重ね、臨床栄養学等を担当する塚原丘美教
授（以下、T 教員）が中心となり、研究・教育・
実践の循環を動かし、その成果を近隣の地域に
開放し、各種組織や行政等へと拡げ、食からの
専門支援やネットワークづくりを行い、このプ
ロセスを栄養・食教育に取り込んでいる。
　付表 5 の上部から、①管理栄養士養成課程や
教員養成課程の学生自身の食生活力形成学習、
②同じキャンパス内で学ぶ外国語大学留学生等
の食生活力形成、③地域住民の健康づくり活
動、④管理栄養士や栄養教諭等の食教育スキル
の形成、⑤地域の食育推進施策への資料提供や
参画等である。活用の輪が大学内から地域全体
へ、栄養学関係から他の専門分野へ、学生世代
から幼児や母親世代へと広がり、かつ個人から
社会的な発信力を持つ組織や行政での活用へと
広がっている。
　方法についても、a 講話と実演・実習を中心と
する基礎的学習、b 基礎的学習修了者がさらに
事前研修を受け、他者の学習会で一部支援（補
助）を行う研修、c これらの計画・実施・評価の
フルコースに参加し、専門性を活かした学習支
援力を形成する研修等である。
　何れの場合も目的や目標に対応した評価を重
視しており、それぞれの食生活力形成をめざす
場合は、その行動変容段階を指標にするセルフ
チェック等を、専門支援スキル形成をめざす場
合は食情報発信力や表現力形成の評価法等を開
発しつつ用いている。
　一方、「 3・1・2 弁当箱法」による食事法の健
康面での効果を明らかにする研究の一環として
行う場合は、医学的手法等を組み合わせて介入
実践・評価を行う。
　表中にも記載した通り、実施したプログラム
の成果や人材を次の活動へ反映する教育・研究・
社会活動・人材養成の循環が回っていくことを
目指している。
　これらについて、大学に設置されている健
康・栄養研究所の活動の一環として、研究所年
報に掲載され、論文の全文がウェブサイトで公
表され、国内外の研究者と容易に共有できるこ
とも、教育・研究・社会活動・人材養成の循環の
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質を高めるかけがえのない好環境になってい
る85）。

3 ）	食にかかわる専門家を支えるNPOを拠点
とし「 3・1・2 弁当箱法」による食事法を
活用した実践とネットワーク構築：NPO-SF
の事例

（ 1 ）‌�NPO 法人食生態学実践フォーラムの活動
理念と事業の概要21, 71, 86）

　NPO 法人食生態学実践フォーラム（以下、
NPO-SF）は2005年 5 月に、“日本国内はもとよ
り、世界各地で生活する人びとの「食」を支え
る専門分野の人々やその活動に対して、食生態
学や関連する分野の研究・実践の成果を活用す
る事業を行い、地球上の子どもから高齢者まで
のすべての人々が、より健康で、生活の質を高
め、さらにそれぞれの立場で、地域性を活かし
た社会形成に貢献すること”を目的に出発した。
　設立母体である「食生態学実践グループ」の
1983年からの活動実績49）をふまえて、次の 5 本
の柱だてで組織的な事業を進めている。
　　A	食生態学や関連する分野の調査・研究事

業
　　B	栄養・食を支える専門家の質を高める研

修事業
　　C	食生態学や関連する分野に関するプロ

グラム・教材開発事業
　　D	食育セミナー事業
　　E	食生態学や関連する分野の情報発信事

業
　会員は128名（2017年12月現在）で少数だが、
全国から管理栄養士・栄養士・栄養教諭・医師・看
護師等食や健康関連の専門家で、国内外の各種
職域で多様な活動経験を重ねた人びとが集ま
り、これらの協働・連携・ネットワーク形成の
下、上記の理念や事業を進めている。
　活動の成果は各事業の目的達成に貢献するこ
とに加え、料理選択型栄養・食教育、その主教
材としての「 3・1・2 弁当箱法」による食事法
について、異なる地域での生活実践による検証
や課題提起につながり、研究面への貢献も大き
い。
　また実際の活動では、各現場の実情に合わせ

た教育プログラムや教材、いわばオーダーメイ
ドの教育プログラムや教材が求められるので、
会員たちはその都度、先行事例を参考に「 3・
1・2 弁当箱法」による食事法を主軸にするプロ
グラムや教材を応用展開して計画・実施・評価す
る。その結果は後述する NPO-SF のホームペー
ジ、ニューズレター、研修会等で公表し、共有す
る。その中での重要課題については毎年実施の
NPO-SF 総会研修会のテーマとし討論し、必要
に応じて、機関誌「食生態学－実践と研究」に
掲載し、より深くより広く課題解決の方法等を
検討共有している。これらを実践・研究資料と
してプールし、他地域や集団での栄養・食教育
活動に循環的に活用できることが特長である。

（ 2 ）‌�「 3・1・2 弁当箱法」による食事法を展開・
活用した主な活動

　前項の A から E のすべてについて、会員や関
係者はそれぞれに「 3・1・2 弁当箱法」による
食事法やその基盤である料理選択型栄養・食教
育のコンセプト・方法を理解し、活用し、その実
践プロセスや成果を多くの人と共有すべく活動
を進めている。
　以下、2016、2017年度の活動事例を中心に主
な活動内容を上げる。

（ⅰ）地域・ライフスタイル・直面する課題解決
に具体的に対応する栄養・食教育のプログラム・
教材作成と活用－事業 C、D を中心に
○�ほぼ30年間の蓄積をふまえた教育プログラ

ム・教材の作成と活用。
　�　1983年から宮城県蔵王町に建設した食生態

学生活実験施設「ライブイン蔵王セミナーハ
ウス」で毎年実施してきた「自然から食卓ま
で子ども自身が構想し実践する食事づくりセ
ミナー」では、参加する子どもたちの健康や
学習ニーズに合わせた「学習支援計画書」を
作成し、当日前後の準備を含めた作業等をマ
ニュアル化し、共有し、実施してきた。2004
年から「子ども自身がリーダーになる食育セ
ミナー」等に名称を改め、実施場所を埼玉県
川越市の社会福祉法人健友会みなみかぜに移
し、医療法人西部診療所との 3 者共同、また
は共催で進めている49）。

　�　ここでは従来の栄養・食の専門家や地元農
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業者に加えて、医学、看護、介護福祉、社会
福祉、リハビリ、ケアマネジメント等さらに
幅広い専門職種の人々や地域ボランティアの
人々等が、子どもたちと学習の場を共有す
る。セミナー終了後「子どもたちができるの
だから私たちもやれる」の声等、それぞれの
立場での自身の食事への関心や実行可能性の
認識の変化も見られる。さらに、研修生とし
て参加する栄養学専攻の学生たちは、そのた
めの事前研修を含めて、異職種が協働する食
育セミナーに参与観察を含む質の高い研修に
なる。

　�　参加した子どもたちはセミナーの最終段階
で「 3・1・2 弁当箱法」による食事法の学習
をふまえて、地域の高齢者の心身の状態に合
わせた 1 食を計画し、つくり、プレゼント
し、共食する。まさに、子どもから高齢者の
異世代交流で学びを深める機会になってい
る。「自分の体に合ったサイズの箱に、主食・
主菜・副菜を 3・1・2 の割合で詰める」手法は
年代を超えて同じルールなので、知識や技術
の共有がしやすく、異世代や異職種の人々が
まじりあって学ぶ学習の教材として有用なの
である。

○�現地や関連組織や行政等からの要請を受け、
当該地域やグループの栄養・食の課題解決へ
活用できるように「 3・1・2 弁当箱法」によ
る食事法を展開した資料提出、研修会等での
講師、研修会開催の後方支援等。

　�　2003年以降、地域における「食の循環性」
を重視する食育プロジェクト「さかな丸ごと
食育」87, 88）の一環として「 3・1・2 弁当箱法」
による食事法の学習会を小・中学校の関係者
と協働で進める機会が多くなった。発達段階
に対応するプログラム形成を、他教科の教諭
たちと協働で進める活動や、従来作成したプ
ログラムの教育分野からの複合的評価法を検
討し合う活動が進んでいる。

○�大震災による食環境の大変化や「貧困の連鎖」
が深刻化するライフスタイルの中でこそ、当
事者ひとり一人の自立的食生活力の形成が重
要になる。

　�　前者については、被災地支援の一環として

宮城県南三陸町で「 3・1・2 弁当箱法」によ
る食事法を主軸にする「仮設エリアから発
信“からだ・心・くらし・地域や環境にぴった
り合った食事づくり”共食会」（ワークブッ
ク）作成の企画・発行とこれを用いた食育プロ
グラムの作成・実施・評価・人材づくりへの協
力89）を支援している。

　�　後者については、「子ども食堂」等食事提供
者や関係者と協働での食事提供のマニュアル
作成とその内容を題材にし、子どもたちと共
有できる教材作成計画を開始した。

○�海外からの留学生や、開発途上国等の専門研
修会に参加する外国人へ、日本紹介、とりわ
け健康長寿世界最高水準の国の食生活紹介の
研修会で、講師として依頼を受け「 3・1・2
弁当箱法」による食事法について講義し、食
事づくり実習と会食を共にし、親交を深める
活動をしている。

　�　当該国との比較データを取り込み、「 3・
1・2 弁当箱法」による食事法の英語教材を作
成し、実施、評価し、事業終了後に作成した
教材を公表している。この時に、大学の授業
では日本人学生で「 3・1・2 弁当箱法」によ
る食事法を学習済の者が、実習の支援補助者
になり、ピア学習を形成する場合もある。行
政等主催の後者の場合は日本人担当者が事前
準備を含めて「 3・1・2 弁当箱法」による食
事スキルの研修を行う等、国内外の学習の輪
が広がっている。

（ⅱ）全国的に使用する教材や教具の制作
○�「 3・1・2 弁当箱法」による食事法の学習効

果を高める「 3・1・2 弁当箱法」の弁当箱
（400ml から900ml までの 6 種類の開発協力、
包装箱紹介文の内容チェックを含む）の作成
への技術協力、社会的なニーズに対応して、
一部修正をしながらの協力である。

○�「 3・1・2 弁当箱法」による食事法のコンセプ
ト、食事づくりのための 5 つのポイント、計
画・実施・評価等の全体を総合的に学習する大
学生用テキストブック（ワークブック）制作

（編著、教材例の提供等）への協力69）。
○�全国的に使用される「食育カレンダー」（「 3・

1・2 弁当箱法」による食事法を主軸にして
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いる）制作（企画、監修、モデル料理の作成
等）への協力、等。

（ⅲ）栄養・食を支える専門家の質を高める研
修・人材養成－事業 B, D を中心に
　すでに前項の各所で、必要な研修や人材養成
を行っているが、ここでは組織的に実施してい
る研修や養成のシステムを取り上げる。
○�「食生態食育プロモーターズ」とは NPO-SF 会

員がそれぞれの地域や職場等での重要課題に
対し、敏感に対応し、その解決に向けた理論
と実践力を活用し、科学的根拠をもった情報
の発信ができる者として、NPO-SF の認定を
受けた者71）である。認定期間は 3 年間で、か
つ毎年開催されるブラシュアップ研修会で更
新される。参加者が持ち寄る実践事例の情報
共有に基づく教育・活動スキルアップの場に
なっている。

　�　個人や集団の食のニーズに対応する食育等
の計画・実施・評価のプログラムマネジメント
ができる B コースで43名、自分や身近な人
の食のニーズに対応し食育の企画・実施・評価
ができる C コースで 9 名が認定されている

（2017年12月現在）。2017年度には保育者等幼
児教育関係者、教員、「子ども食堂」の担当者
等のグループ毎研修会が進行中で、C コース
の被認定者の増加が見込まれる。

○�関連学会のイベント等での展示や自由集会で
の討論。日本栄養改善学会自由集会での話題
提供や日本栄養士会主催「栄養の日」の展示会
場で、公益社団法人米穀安定供給確保機構と
の協働で「 3・1・2 弁当箱法」による食事法
について、モデル食事展示や NPO-SF のホー
ムページで掲載している基本資料の配布、来
場者への個別説明等を行った。

（ⅳ）社会への積極的な情報発信：事業 E を中
心に
○「 3・1・2 弁当箱法」のロゴマーク制作
　�　NPO-SF の誕生時に“地域の食の営みの循

環性”をテーマに作成した NPO-SF のロゴ
マークに次いで、2014年に“からだ・心・くら
し・環境に健康な 1 食「 3・1・2 弁当箱法」”
のロゴマークを作成した72）。会員全員で共有
し、研修会やイベント会場の展示等にも活用

できるようにしている。ロゴマークのイラス
トの基礎となる 1 食（サンプルメニュー）は、
食事・料理・食材・栄養素の「 4 階層からの食事
評価」で良好であること、味面、健康面、生
活面、環境面からすぐれていることの研究成
果を裏付けにして作成した。

○ NPO-SF のホームページ
　�　ヘッドラインに「 3・1・2 弁当箱法」を出

し、そのコンセプト・開発の経緯・特徴・基本
スキル、活用の方法、モデルメニューとその
評価法等についてイラスト付き、根拠となる
文献等の紹介付で概説している。その主要部
分を栄養・食活動にリーフレットとして活用
できるよう、ダウンロード版も掲載している

（付表 2 ）71）。
　�　常時、開催予定の研修会の周知や実施経過

報告、並びに関連のトピックス等も発信し、
多くの人々に活用されている。

○「会報ニューズレター」
　�　年間 3 ～ 4 回程度の発行、他の教材等を同

封し、会員全員に配布される。2017年12月で
Vol45を発行した。学習会や研修会について
参加者自身の学習経過やその後の他への発信
状況などを具体的に知ることができる。

○�機関誌「食生態学－実践と研究」の発行と、
NPO-SF 総会研究会等で共有

　�　2008年に創刊し21, 86）、2017年に第10号記念
号を発刊した。「巻頭言」、「実践と理論の間」
で注目する発題論文の紹介と著者を含む質疑
応答、「特集」、「学習者と支援者の間で活躍す
る教材たち」他から構成される。「 3・1・2 弁
当箱法」による食事法は第 6 号の全ページで
取り上げ、議論に供した。第 8 号では、「学
習者と支援者の間で活躍する教材たち」の欄
で、大手コンビニで販売された「 3・1・2 弁
当」やロゴマークを取り上げ、さらに発刊 1
か月後の、総会研修会のテーマに取り上げ、
検討を深めた。　

5 ．多様なニーズに対応し、多様に開発されて
きた「 3・1・2 弁当箱法」による食事法の教材
とその活用可能性
　開発し活用している主な教材を事例に、「 3・
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1・2 弁当箱法」による食事法が料理選択型栄
養・食教育の目的達成に貢献しているか、可能
性を持っているか、解決すべき課題は何かを検
討する。
　多種類の教材等を検討するためには、しかる
べき体系が必要であり、かつ前項の教材として
の要件に沿った類型化が必要であるが、現段階
でできていない。
　難しい理由の一つは、一般的に教材は学習者
の年代（学年齢）、性、食体験、健康課題等を区
分原理にすることが多いが、「 3・1・2 弁当箱
法」による食事法では、ライフステージ別でな
くライフリンクの視野90）で、かつ年齢や課題、
それぞれの課題への行動変容のステージを超え
て、多くの人と共有することを重視したからで
ある。
　本稿では「 3・1・2 弁当箱法」による食事法
を中心に取り上げた教材で、公表済みであり、
著者が監修、編著、執筆に直接関わった教材を
列記することにした。各教材名（形態、発行ま
たは出版社、発行年）である。以下、取り上げ
た教材は、いわゆる論文を含まず、教材として
商品化されたものと、関連する学会や組織等が
全国の関係者に配布し、活用されている教材の
一部である。栄養・食教育プログラム開発のた
めの介入研究等で、その都度作成され、活用さ
れている教材も多いが、記載していない。また、
文科省認定の教科書にも掲載されているがここ
では記載していない。

Ａ�「 3・1・2 弁当箱法」による食事法のコンセ
プト・5 つのルールによる基本、計画・実施・
会食を含めた評価・他への情報発信等を含む
全体像についてスキル形成を重視しつつ、科
学的根拠をそえて体系的に学ぶ教材：

○�3・1・2 弁当箱ダイエット法（書籍。群羊社、
2004）43）

○�適量で、バランスのとれた 1 食づくり「 3・
1・2 弁当箱法」（大学生向けワークブック冊
子。公益社団法人米穀安定供給確保支援機
構、初版2013、改訂版2017）69）

○�65歳からの食卓（書籍、NHK 出版、2008）92）

○�共 食 手 帳（ ワ ー ク ブ ッ ク 冊 子。 群 羊 社、

2008）81）

○�南三陸町仮設エリアから発信―からだ・ここ
ろ・くらし・地域や環境にぴったり合った食事
づくり共食会（ワークブック冊子、「共食手
帳」を元に作成。宮城県南三陸町保健セン
ター・NPO 法人食生態学実践フォーラム・社
団法人米穀安定供給確保支援機構、2011）

○�料理選択型栄養・食教育「 3・1・2 弁当箱法」
の足立己幸講演パワーポイント（CD。 NPO
法人食生態学実践フォーラム、2009）

○�「 3・1・2 弁当箱法」（NPO 法人食生態学実践
フォーラムのホームページ / リーフレット。
1978）71）

○�足立己幸編著、江原絢子、針谷順子、高増雅
子．和食の教科書（書籍。文溪堂、2016）93）

○�「主食・主菜・副菜」に注目！簡単に楽しく健康
な 1 食を（リーフレット。公益社団法人日本
栄養士会、2017）70）

Ｂ�「自分らしく生きる道」または「食の循環」
をうまくすすめていくための重要な一つであ
る「からだや心に合った食事を準備して食べ
る」ことの重要性に気づき、その簡単な方法
に「 3・1・2 弁当箱法」による食事法がある
ことを知ることを促す教材：

○�ひとりひとりの子どもに　食歴を豊かに（冊
子。食糧庁・米流通対策室・財団法人全国米穀
機構、1991）

○�栄養の世界探検図鑑 1 からだの中の栄養（書
籍絵本。大日本図書、1996）95）

○�ごはんがまんなか　食事づくりノート（冊子。
全国農業協同組合中央会、1997）

○�さかな丸ごと探検ノート（冊子。財団法人東
京水産振興会、2011）94）

○�魚と私たちと環境とのかかわり（冊子。東京
都、2011）

○�おいしいしあわせ（冊子。財団法人全国米穀
協会）

○�教えて！楽しい食卓（冊子。財団法人母子衛
生研究会、2000）

Ｃ�「 3・1・2 弁当箱法」による食事づくりの構成
要素である料理について、料理選択型栄養・
食教育の視点で構成した料理データベース：

○�食事コーディネートのための主食・主菜・副菜
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料理成分表（書籍。群羊社、初版　1992、 4
訂版　2017）37）

○�「実物大・そのまんま料理カードシリーズ―そ
のまんまお弁当料理カード」（書籍実物大カー
ド。群羊社、初版1997、改訂版2002）96）

Ｄ�「食生活指針」や「食育指針」等のコンセプ
トを「 3・1・2 弁当箱法」で具体化する身近
で楽しい食事の事例紹介：

○�食育カレンダー（カレンダー。株式会社グレ
インエスピー、初版1985）2009年版は英語訳
を発行した91, 97）。

Ｅ� イラスト・歌・ダンスの特徴を活かして仲間
を広げる教材：

○�「 3・1・2 弁当箱法」のキャラクター「メジャ
コン」（さまざまなサイズのシール、T シャ
ツ。星みつるスターシップグループ、2008）

○�メジャコンの「 3・1・2 弁当箱法」（DVD．製
作総括星みつる、日本語歌藤森みわ子、英語
歌ルミコ・バーンズ、制作スターシップ、協力
NPO 法人食生態学実践フォーラム、2008）98）

Ｆ�「 3・1・2 弁当箱法」の学習を支援する教具：
○ �SHOKUIKU 教材「 3・1・2 弁当箱法」の弁

当箱400、500、600、700、800、900ml（内壁
に 3・1・2 の細い線等が引いてある）弁当箱。
包装用箱に「 3・1・2 弁当箱法」による食事
法のコンセプトや 5 つのルールを掲載した時
期もある。また消費者の要望を反映して株式
会社イエロースタジオはいろいろの商品を販
売した。

Ｇ� 国際的な活用の輪を積極的に広げる外国語
教材：

○�2008年 ICD で著者が講演時に配布したリー
フレットと講演時に使用したパワーポイント
のコピー“The 3・1・2 Meal Box Magic”（英
語版） （配布資料はリーフレット、パワーポイ
ント内容は CD。社団法人米穀安定供給確保
支機構、2009）

○�「食育カレンダー」2009年版を全文英語訳し
た“Healthy and Beautiful Meal from Japan’s 
Culture as a Nutrition Education Materials”

（冊子。株式会社グレインエスピー、2009） 91）

○�メジャコンが歌う「 3・1・2 弁当箱法」のう
た“Mejacon’s 3・1・2  Meal Box Magic”（日

本語版と英語版の両面構成 DVD。星みつる
スターシップグループ、2008）

○�韓国食育専門家のための招へい講演会の配布
資料（ハングル語訳パワーポイント。http://
adachimiyuki.blog79.fc2.com/blog-entry-75.
html）

○�農水省・JICA 共催のアセアン若手専門家の研
修会の講演“和「食材」や和「料理」の特長を
うまくコーディネートする和「食事」力を育
てる”の配布資料“Japanese Food is Healthy 
and Beautiful ! Let’s enjoy to prepare and eat 
Japanese meal based on The 3・1・2 Meal Box 
Magic as a nutrition education tool on Japan’s 
culture”（日本語は NPO 食生態学実践フォー
ラムホームページで一部紹介、英語は足立己
幸ブログで公表、ダウンロード可。http://
adachimiyuki.blog79.fc2.com/blog-entry-74.
html）

○�「和食の教科書」（文溪堂、2016）の第 3 章「世
界に広がる和食の魅力～和食でおもてなしを
したい！」は、日本人家族がイギリス人家族
を、和食のベースとしての「 3・1・2 弁当箱
法」による食事法を学びつつ、もてなす計画・
準備・当日の会食・その後の交流のフルコース
を描いた。全文が日本語だが「 3・1・2 弁当
箱法」による食事法の全体像を外国人目線で
具体的に示している93）。

考察：

「料理選択型栄養・食教育」について、これから
の課題
　以上の結果から、栄養・食教育の枠組みとし
ての「料理選択型栄養・食教育」、その主教材と
して「食事の核料理（主食・主菜・副菜）の組み
合わせ」、「 3・1・2 弁当箱法」による食事法が、

「何をどれだけ食べたらよいか」についてわかり
やすい、使いやすい、みんなで共有しやすいこ
と。その結果として、人々の生活の質（QOL）
と環境の質（QOE）のよりよい共生に貢献する
可能性が高いことが明らかになった。現在の栄
養・食の課題解決に必要で、かつ有用であると
考察される。以下、各項の要点にアンダーライ
ンを引いた。
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1 ）1984年に公表した「料理選択型栄養教育の
枠組みとしての核料理の構成に関する研究」16）

（以下、原論文） で、料理選択型栄養・食教育が
必要である理由としてあげた食生活スタイルの
変化、特に材料複合度の高い加工食品使用者や
外食の常用者の増加は近年さらに著しくなり、
栄養素選択型栄養教育や食材料選択型栄養教育
では実践につながりにくく、料理選択型栄養・
食教育の必要性がより高くなっている。
　加えて、心身の健康問題、生活スタイルの多
様化や経済・健康・食格差等とその連鎖が深刻化
し拡大がすすむ中、全世代の人々が、「それぞれ
の健康、心、くらし、地域・環境にとって望まし
い食事」を主体的に考え、準備し、食生活を営
む力が必要である。理解しやすい、日常生活で
実行しやすい、他の人々と共有しやすい、いわ
ば多くの人と共有しやすい料理選択型栄養・食
教育の必要性が高くなっている。

2 ）原論文で提示した食事の核料理としての主
食・主菜・副菜の定義は、食事を全体俯瞰し、食
事の中での当該料理の役割→食材料構成→栄養
素構成の順に特徴を明記し、各核料理の栄養・
健康面に加えて味や食文化面、食環境面を考慮
し、人間の食事の多面性や多様性を重視する意
図を表現しており、現在全国的に問われている

「健康な食事」99）の方向に重なっている。
　しかし、現実には国の諸指針を含め多くの場
で、食材料構成と栄養素構成の特徴のみで説明
する定義が多く、人間が食べる「料理」や人間
の営みとしての「食事」の特性を反映しにく
い。結果として食物選択の行動指針や評価指標
のゴールが栄養素摂取面に偏向しがちである。
料理選択型栄養・食教育のコンセプトに関わる
重大な事なので、料理選択型栄養・食教育の観
点から「主食・主菜・副菜」の概念をふまえた定
義について、再考し、共有することが必要であ
る。
　
3 ）栄養素選択型栄養・食教育は、食事摂取基準
で示された各栄養素等の適量をそれぞれの単位

（数値）で表記している。食材料選択型栄養・食
教育は食品構成表で示された各食材料群の適量

を重量で示している。これらに並んで、料理選
択型栄養・食教育では「主食・主菜・副菜を組み合
わせる」食事法の教材として、食事の総量（エ
ネルギー）を容積で把握し、主食・主菜・副菜の
各量を容積比で示し、これらをイラストや写真
で表現できる「 3・1・2 弁当箱法」による食事
法を開発してきた。何をどのくらい食べたらよ
いかを示すためには、「主食・主菜・副菜を組み
合わせる」だけでは不十分で、「食べる人にとっ
て適量の容積の箱等（100kcal がほぼ100ml に対
応する）に、主食 3・主菜 1・副菜 2 の容積比で
詰め合わせる」が具体的な指標になる。

4 ）選択行動の対象となる料理は、日本の食文
化ではきわめて多種多様であり類型化や区分が
難しい。料理選択型栄養・食教育で、各核料理
の主材料群と栄養管理面を配慮した調理法から
構成するマトリックスに、該当する料理をマッ
ピングする「主食・主菜・副菜料理マトリック
ス」を作成し、食事アセスメント、食事計画や
評価に活用してきた。個人、家族や集団、地域
の各レベルで、身近な料理を全体俯瞰して、よ
り適切な料理選択に活用できる。個人、家族や
グループ、地域等で作図して比較をすると、各
料理の種類や組み合わせの特徴や動向を把握し
やすく、共有しやすい。
　平成25年度国民健康・栄養調査の食事記録
データを用い、原論文の「主食・主菜・副菜を組
み合わせる」方法論を基礎に分析し、各核料理
の形態が変化していることが明らかになってい
る104）。従来の核料理を区分原理とする「料理
のマトリックス」の枠組みでは位置づけが難し
い料理、例えば、サイズの大きい食器に複数の
料理を盛り合わせた丼物や皿もの料理等が多く
なっている。食事バランスガイドではこれらを

「複合料理」として別扱いにしているが、この方
法は前記 2 ）に示した区分（食材料構成や栄養
素構成に矮小化する区分）に戻ることになるの
で、料理や食事の特性を反映しにくい。いわゆ
る「複合料理」について核料理における位置づ
けを検討できる「核料理マトリックス」の表頭
項目の検討が必要である。
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5 ）「 3・1・2 弁当箱法」による食事法が、開
発・研究の目的で示した「多様な栄養・食課題の
解決のために共有し、目的達成に貢献できる可
能性があるか」を知るために、 3 つの活動拠点
での具体的な実践事例を検討した。
　高齢者福祉施設を拠点とする地域住民への食
活動、大学を拠点とする教育・研究・社会活動、
そして食の専門家を支える NPO 法人を拠点と
する教育教材開発や専門家養成ネットワーク形
成のいずれにおいても、「 3・1・2 弁当箱法」
による食事法が、各施設等の活動理念や目的に
そった教材性を発揮して、個人・家族・グループ
や地域へと活用の輪を広げていた。
　活動の目的や地域・学習者のニーズに合わせ
て活用できる栄養・食教育プログラムや、具体
的な教材を共有し、専門分野を超えた人々が討
論等に活用できる可能性が高いことが明らかに
なった。
　
6 ）学習者主体、生活者主体、とりわけゴール
や学習内容を共有しつつすすめる栄養・食教育
にとって教材の役割は大きい。「栄養・食教育の
教材とは、学習目的や目標を実現するために選
択され、体系化された資源である。学習者とそ
の支援者が学習目的や学習のプロセスを共有で
きる資源でもある。この視点からすると、教材
は学習者と学習支援者の協働によって質が高め
られ作成される（足立己幸 2017）」というコン
セプトで、開発・活用してきた教材なので、基本
学習の理論や基本データの読本タイプ、多様な
課題解決へ向かうワークシートタイプ、仲間や
地域の人々への発信タイプ等多様である。表現
形式も文字、イラストや写真、歌や身体表現、
日英対訳の教材を含め、紙媒体、パワーポイン
ト、CD や映像表現の教材等多岐に及ぶ。開発
の直接的な目的で活用され、類似の栄養・食教
育等での活用は種々されているが、他の課題解
決や学習ニーズに対応する活用法の検討が組織
的に行われるまでに至っていない。既成の基礎
資料の多様な展開力を発揮できる教材の開発、
その効果評価を含めた課題発見ができる教材開
発が必要である。情報交換が量的・質的に多い、
インターネット等のツールを使った教材開発も

必要になる。

7 ）日本人成人の70％以上が「主食・主菜・副菜
を組み合わせる」行動変容段階の準備期以上に
あると報告されており、日常生活での実施可能
性が期待される。しかし、実行期や継続期、さ
らに他者への発信行動とすすめるためには、こ
れらを支える食環境の充実が必要である。特に
生活者が日常の買い物行動の内容を直接決定す
る食料品店での商品、とりわけ食事単位での食
物を提供する飲食店やコンビニエンスストアを
含むフードシステム全体として提供する食物の
内容吟味と、関連情報の質が検討され、日々の
活動に活かされなければならない。
　すでに厚労省は2014年「日本人の長寿のため
の健康な食事」検討委員会報告で、人間の食事
の多面性や多様性を重視した栄養・健康施策の
重要性を公表した99）。その中で提案された「健
康な食事」を普及するためのマーク（主食・主
菜・副菜を組み合わせた健康な食事のイメージ）
普及の考え方を発展する方向で、2017年秋には
日本栄養改善学会をはじめ 7 学協による「健康
な食事・食環境」コンソーシアムが誕生し、認証
制度が始動した。全国公募の結果、「健康な食
事」は「スマートミール」と通称され、すでに
全国から500件以上の応募があり、食環境側か
ら新しい動きが起きている100）。

8 ）心配な点も浮き彫りになった。上記のよう
に、「料理選択型栄養・食教育」の必要性が高く
なるほど、構築の原点に戻って、コンセプトや
方法論の再検討が必要になる。生活者を中心
に、地域における「食の循環」に関わる多くの
人が共有し、討論し、互いの役割分担を確かめ
つつ、力を出し合っていくために、ひとり一人
の多様な個性的な実力が必要になる。
　今まで、わかりやすく実行しやすく、共有し
やすいことを優先するために、積み残しがち
だった各人の個性や専門性や地域性を存分に出
し合う必要があるからだ。

9 ）これからの課題を鮮明にするために、図 3
を描いた。「料理選択型栄養・食教育」の構築と
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

フードシステム●と食情報

交流システム♡の双方向

的な食環境づくり 

ひとり一人の多様な健康・

心・くらし・環境をふまえた

自由な工夫や展開 

「食を営む力」の形成の理

論形成や教材化 

１食に「何をどれだけ食べたら

よいか」の教材・実践ツールと

しての『「３・１・２弁当箱法」に

よる食事法』の開発研究・実

践・専門家養成・ネットワーク

づくり 

◇料理選択型栄養・食教育の必要性

や特殊性の明確化 

◇核料理（主食・主菜・副菜）の定義 

主材料面と栄養素等面からだけでな

く、食事の中での位置や役割面を重視

することの重要性、等 

コンセプト： 

○栄養素や食材料選択から、「料理」選択へ 

○部分吟味優先から、「全体」把握へ 

○重量把握から、「容積・面積」把握へ 

○加算方式から、「全体量を決め、割合把握へ」 

○特殊な計器使用から、「身近な食器」使用へ 

○１日単位から、「１食単位」へ 

わかりやすい、使いやすい、みんなで共有しやすい“食事の 

ものさし”がほしいというニーズにこたえ、「日本の食文化の 

知恵＋栄養学・食生態学の研究・実践の成果」を融合して開発 

取り組みの取り組みの取り組みの取り組みの    

Ⅰ期Ⅰ期Ⅰ期Ⅰ期    

    

① 食べる人にとってぴったりサイズの弁当箱を選ぶ 

（エネルギー100kcal は容積でほぼ 100ml にあたる） 

② 動かないようにしっかり詰める 

③ 主食３・主菜１・副菜２の割合に料理を詰める 

④ 同じ調理法の料理（特に油脂を多く使った料理）は１品だけ 

⑤ 全体をおいしそう！に仕上げる 

      

身近な身近な身近な身近な食具を計量器に食具を計量器に食具を計量器に食具を計量器に    （ごはん茶碗やお玉）（ごはん茶碗やお玉）（ごはん茶碗やお玉）（ごはん茶碗やお玉） 

    

好みの弁当箱に好みの弁当箱に好みの弁当箱に好みの弁当箱に自由に自由に自由に自由に詰め合わせて詰め合わせて詰め合わせて詰め合わせて 

 

学校、職場、施設などの給食で学校、職場、施設などの給食で学校、職場、施設などの給食で学校、職場、施設などの給食で    

    

コンビニやスーパーの弁当コンビニやスーパーの弁当コンビニやスーパーの弁当コンビニやスーパーの弁当    

栄養・食教育のゴール栄養・食教育のゴール栄養・食教育のゴール栄養・食教育のゴール    

Ⅱ期Ⅱ期Ⅱ期Ⅱ期    

Ⅲ期Ⅲ期Ⅲ期Ⅲ期！！！！！！！！    

    

食堂・レストランで食堂・レストランで食堂・レストランで食堂・レストランで    



ひとり一人の健康・生活の質（ひとり一人の健康・生活の質（ひとり一人の健康・生活の質（ひとり一人の健康・生活の質（QOLQOLQOLQOL）と環境の質）と環境の質）と環境の質）と環境の質(QOE)(QOE)(QOE)(QOE)のよりよい、持続可能な共生のよりよい、持続可能な共生のよりよい、持続可能な共生のよりよい、持続可能な共生    

「３・１・２弁当箱法」 

５つのルール 

目指したエネルギー量で、栄養素や味のバランスが良好な１食を簡単につくることができます！ 

 

いつも 食器にいつも 食器にいつも 食器にいつも 食器に

主食３・主菜１・副菜２の容積比で組み合わせる「３・１・２弁当箱法」による食事法

栄養・食教育の枠組みとして

の「料理選択型栄養・食教

育」、その主教材「食事の核料

理（主食・主菜・副菜）の組み

合わせ」についての概念化

食料自給率アップにつながり、さまざまな面から食事のセルフチェックにも使えます。

のの

図 3　�「料理選択型栄養・食教育」、主教材「食事の核料理（主食・主菜・副菜）の組み合わせ」、「 3・1・2 弁当箱法」
による食事法、これらの「ひとり一人の多様な健康・心・生活・地域での展開」、「食環境づくり」の循環性
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実践の視点で、 3 つの期ととらえることができ
る。
　図は①ゴールに「ひとり一人の健康・生活の質
と環境の質のよりよい持続可能な共生」をめざ
し、②さまざまな地域でそれぞれの生活を営む
人々が、③それぞれのゴールをめざして、「 3・
1・2 弁当箱法」による食事法を基礎として学
び、④③で修得した食事法のコンセプトやスキ
ルを、それぞれの食生活スタイルにあわせて展
開し、食生活を営む。⑤この過程で食環境の
フードシステムや食情報交流システムにアクセ
スし、これらの形成にも参加しつつ①のゴール
へ接近する　⑥このプロセスを家族・仲間・地域
の人々と共有しつつ、循環的に高めていくとい
う料理選択型栄養・食教育における学習者側か
らの手順を描いた。
　本図の特徴は学習の中心課題に生活者自身の
ライフスタイルや食環境に対応した多様な食事
像の描出を位置づけたことにある。すべての人
が、日本の伝統的な食事様式に沿って、椀や皿
に主食、主菜、副菜料理を別盛りにした 1 食を
めざすのではなく、例えば、さまざまな形態の
弁当箱に自由に詰め合わせた 1 食、学校、職場、
福祉施設、医療施設等の給食システムから供さ
れる 1 食、外食堂で供される 1 食、外国の食事
文化を基礎にする 1 食等、無数に想定される。
前記の「複合料理」もこれらに並ぶ若い世代の
家族の 1 食に位置づくことになる。
　本稿で検討してきたさまざまな課題、今直面
している課題解決には、図中Ⅲ期について精力
的な検討が必要であると考える。
主な理由は次の 3 点である。
　 1 点目は、Ⅰ期とⅡ期では“わかりやすい、
使いやすい、みんなで共有しやすい”のニーズ
に応えることを優先し、人間の食の多様性を重
視することが後回しになりがちだった。定型の
弁当箱に「 3・1・2 弁当箱法」の 5 つのルール
を型どおり守って詰め合わせた 1 食は、そのま
までは関係者の個性や多様性を発揮できる「食
事」としての完成品でない。「 3・1・2 弁当箱
法」で主に栄養面の質を保証しつつ、食べる人
の健康・心・くらしや地域・環境に合わせて、個
性的に展開して初めて、ひとり一人に合った

「食事」になる。自分らしく、うちの家族らし
く、自分たちの職場環境に合った、自分たちの
地域や環境を活かし・育てる方向の「食事」に
したいのだから、十分ではない。この点につい
ては本研究の開始段階から十分に考慮していた
が、学習時間量等の制約があり、後回しになり、
学習者の自己学習に留めることが少なくなかっ
た。往々にして学習後の評価は“「 3・1・2 弁
当箱法」のルールをまもって作ったか”を優先
しがちで、“その人のその状況下で、望ましい
食事をうまく作れたか？楽しめたか？”の問い
かけには行き届かないことが多かった。Ⅲ期は
この行き届かなかった部分に、しっかり向き合
い、十分な根拠を持つ方法論と具体的な活動プ
ログラムや教材等を研究開発し、充実しなけれ
ばならない。
　幸い、Ⅱ期における研究の検証は、実生活や
地域の現場での検証研究を重視して進めてきた
ので、そのデ―タや基礎資料が蓄積されてい
る。Ⅲ期の視点でこれらを再分析することに
よって、基本的課題は解決できると考える。
　 2 点目の理由は、地域による食環境（フード
システムと食情報交流システム）の差異や環境
変化の実情と、そこで生活する住民がアクセ
ス可能な食物や食情報のかかわり、とりわけ
ギャップについて構造的に明らかにし、その
ギャップを双方向から少なくする方法の検討を
具体的にすすめる必要がある。一般論で、抽象
的に「望ましい食環境づくり」を謳うだけでな
く、その地域・環境の課題解決を具体的にすす
める必要がある。身近で、生活者とフードシス
テムやマスメディア関係者の共通課題である

「健康な食事・人間らしい食事」について、だれ
でもが共有できるように工夫され開発されてき
た「 3・1・2 弁当箱法」による食事法を素材に
して、話し合いの場をつくることができるよう
に思う。その話し合いのための科学的根拠・実
践的根拠が必要であり、この点の資料等もかな
り蓄積されている。
　 3 点目は前項にも述べたとおり、全国的に、
経済、生活、教育、健康、食等のそれぞれの格
差とその連鎖の拡大・深刻化の中で、食事の最
低量確保が難しい人々が増加している。解決の
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ためには、従来のフードシステムや食情報交流
システムに加えてた緊急事対応のシステムも必
要である。栄養・食関連だけでなく他分野との
協働・連携の必要性が高くなっている。当事者
たちも参加して、より多様な専門分野の人々が
共有し、それぞれの役割を発揮できる“人権と
しての安全で栄養的に望ましい食事へのアクセ
スの保障101）、そのために共有できる教材”への
ニーズが国内外ともに高まっている102, 103）。
　Ⅲ期の充実のためには、さらにⅠ期とⅡ期の
内容充実が必要であることは言うまでもない。
連携の輪が広がるほど、緊急性が高くなるほ
ど、わかりやすく、実行しやすく、共有しやす
い、科学的根拠の明確な教材、人間らしい生活・
社会のために私たちは「何をどれだけ食べたら
よいか」、ひとりでも多くの人がそうできるよ
うに無駄のない、豊かな「食」が問われている。
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付表 1　食の概念図

食生態学の実践と研究のために共有してきた基本概念図の関係・循環性
22）
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付表 2　料理マトリックス37）
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付表 4　高齢者福祉施設を拠点とする「 3・1・2弁当箱法」による食事法を活用した食活動：社会福祉法人K＊の事例

番号 活動名 支援プログラムを構築した
活動、研究・事業等

学習者・参加者 
（地域：K の所在する 
川越市内を中心とする）

企画・実施者や組織名 
（カッコ内は 
協力・協働者名）

実施期間（年度） 活動の目的

1

地域交流センター“な
ごみ”での共食実践 

（資料 1 ）

「地域づくりプロジェクト
会議」は2007－2012に開催。
健友会の理念（注 1 ）を具
体化するための、K と S ＊＊

による

地域の一般高齢者
施設利用者とその家族

K　食のセンター 2003年から現在 共食により、利用者の適量摂取
の知識、態度を育てると共に、
楽しく食べ、健康、QOL の向上
につなげる支援を行う。

2

子ども自身がリーダー
になる食事づくりセミ
ナー

食事づくりセミナー：NPO
法人食生態学実践フォーラ
ムの事業の一つ

学習者：小・中・高校生（子
ども）と地域の一般高齢者
支援者：NPO 法人食生態学
実践フォーラム会員（管理
栄養士）、栄養学系大学生、
K の栄養・介護・看護・社会
福祉職

NPO 法人食生態学実
践フォーラム 
K、S と共催

2005年から現在 子ども自身が、食環境を視野に
もって、適量の食事をつくり、
食べて、伝える力を形成する（食
の自立を支援）。学生や専門職
は支援プログラムを体験し、支
援力を培う。

3

食の視点のレベルアッ
プ研修

「地域づくりプロジェクト
会議」2007－2012

学習者：K と S の職員
支援者：K　食のセンター

K　教育研修委員会 
食のセンター

2009年以降、現在 法人職員が食のセンターが提供
している利用者の食事（給食）の
理解を深め、適量摂取のための
スキル形成を図る支援をする。

4

すこやか食の会 マイゴール・マイペースで
すすめる食からの生きが
い・健康・地域づくり 

（資料 4 ）

学習者：地域の一般高齢者
（会員制の自主サークル）
支援者：食のセンター、地域
交流センター他看護師、作
業療法士等 K の専門職

会の委員 
（K　食のセンター、 
地域交流センターの
担当者）

2012年から現在 会員（地域の高齢者）の QOL の
向上をめざした活動に対し、そ
の実現のために支援する。

5

食からの地域支援（食
のセンター設置構想）

「食からの地域包括支援の
あり方」検討の枠組みと、そ
の検討のために地域高齢者
を含む関係者で共有できる
教材（ワークシート）の開
発

地域の一般高齢者 K の以下 5 部所
総務部、食のセンター
川越市地域包括支援
センター
地域交流センター
小規模多機能介護施
設

2012年度 地域高齢者それぞれの健康・ラ
イフスタイル・生きがいを重視
した、食からの地域包括支援の
あり方を明らかにする。

6

リフレ　サロン活動 「共食による認知症とその
家族の健康支援事業」 

（資料 2 ）

地域の一般高齢者
特に認知症とその家族

K　食のセンター他 2014年度から 共食を通して、認知症者とその
家族を含めて地域で暮らす高齢
者の健康の維持・向上を支援す
る。

上記の継続活動「共食によ
る住民のつながりと健康支
援事業」（資料 3 ）

地域の一般高齢者
特に認知症とその家族

K　食のセンター他 2015年度から現在 共食を通して地域住民同士のつ
ながりを築き、心身の健康や生
きがいづくりを支援する。

7

いきいき田んぼの会活
動

川越生物多様性有機農法で
地域づくりに取り組む会

（通称：みなみかぜいきいき
田んぼの会）

会員及び一般高齢者を含む
地域住民と協力団体の組合
員

K　地域交流センター
（パルシステム埼玉）

2008年から現在 地域の方々と共に支え合う K の
これまでの活動を基に、社会に
生きるものすべてが共に育まれ
生きる地域を回復する活動を、
食から支える。

8
食のセンター運営 「食のセンター」の運営と評

価に関する研究ー食事支援
プログラムの開発

K・S の諸事業所のサービス
利用（含む川越市高齢者配
食サービス事業の利用者）

K　食のセンター 
（S の栄養課職員）

2012年11月から現在 食から施設サービス利用者を含
めて、地域で暮らす方々の生活
を支える。

9

「 3・1・2 マイごはん
茶碗法」の開発 

（資料 4 ）

「 3・1・2 マイごはん茶碗
法」の利用可能性と評価―

「 3・1・2 弁当箱法」との比
較　－ M 地域の M 施設の
介護職・ボランティアへの
介入研究

地域の一般高齢者 K　研修センター
（2012に新設された食
のセンターの一部門
となる）

2009年度 “ごはん茶碗”を使った「 3・1・
2 マイごはん茶碗法」の必要性
と有用性を明らかにすることを
目的に、学習ツールとしての可
能性を検討し、学習教材を作成
をする。

10

職員食（昼食）提供の
検討

K の職員への福利厚生 受益者：K 職員 K　食のセンター 
（H 社：外食産業）

2012年から現在 職員の健康維持・増進のために、
適量でバランスの良い弁当を提
供（販売）してもらうために、
核料理の構成や量的比率を点検
する。

11

栄養系大学学生の実習
等受入れ

例：女子栄養大学研究科
高度専門職業人養成実習

学習者：女子栄養大学研究
科生
支援者：食のセンター管理
栄養士他、福祉等専門職

K　食のセンター
女子栄養大学

2006年から現在 
（例：2015年度）

K が女子栄養大学の教育への協
力（高齢者の食を支える高度な
人材育成）と食のセンターの支
援力の向上
実習生：地域在住高齢者の”健
康な食事”の提供と、より良い
食事選択へと導く手法の習得を
する。

＊ K：社会福祉法人健友会。介護保険事業、川越市委託事業等16の高齢者介護福祉事業を行っている。　
＊＊ S：医療法人西部診療所（K とは姉妹法人）
食のセンターは、① K と S のサービス利用者への食事提供と、②地域の人々の食からの地域支援を積極的に位置付け、活動の拠点として創設し、上表に示す諸活動を主とし
て担っている。

（注 1 ）　 健友会の理念：「地域の高齢者が健康で安心して生活が送れるように包括的な福祉サービスを提供します」。　
（注 2 ）　 M 施設とは K 施設の意。
（資料 1 ）‌�平成24年度厚生労働省老人保健事業推進等事業　「地域高齢者それぞれの健康・ライフスタイル・生きがいを重視した、食からの地域包括支援のあり方に関する研究

事業　平成25年 3 月（研究代表者：足立己幸）
（資料 2 ）独立行政法人福祉医療機構　平成26年度社会福祉振興助成事業　「共食による認知症者と家族の健康支援事業」報告書　社会福祉法人　健友会　平成27年 3 月
（資料 3 ）独立行政法人福祉医療機構　平成27年度社会福祉振興助成事業　「共食による住民のつながりと健康支援業」　報告書　社会福祉法人　健友会　平成28年 3 月
（資料 4 ）‌�お米と健康・学術研究レポート　食べる人それぞれの適量で栄養バランスのよい食事（ 1 食）づくりに有効な「 3・1・2 マイごはん茶碗法」の提案　平成21年 3 月

（研究代表者：足立己幸）
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番号 「 3・1・2 弁当箱法」による食事法 
（以下、「弁当箱法」）活用のポイント 活動の方法 活動の成果・評価 他への情報発信や報告等の公表

1

提供する食事は主食・主菜・副菜の組み
合わせ（以下、核料理の構成）の食事。

食事は主食がごはんと地域性を加味し
たうどんの 2 メニューを提供。食事
見本としてトレイメークされた 2 メ
ニュー提示。ごはんメニューは「弁当
箱法」による弁当も展示。

毎週土曜日（年45回程度）11：30－13：30
基本メニューのカロリー等の栄養表示
献立：管理栄養士、調理：調理師

（資料 1 , 2 ）の研究成果を基に、ごはん茶碗
を個々人で選んでもらい、ごはん量により適
量に対応した食事提供。

自分に合ったごはん茶椀を選ぶ楽し
みと、適量が異なる利用者同士の共
食により、適量摂取の会話が増えて
意識の向上につながっている。

（資料 1 ）p69－84、サービス利用者の
食に関するニーズ把握とそれに基づく
共食プログラムの実施可能性に関する
検討―地域交流センターなごみでの実
践検討
K 内外の専門家研修等での体験学習、
資料、等

2

プログラム実施のための主教材。アセ
スメント、実施、評価に活用。

開催日時： 8 月の 2 日間、年 1 回
参加者数：子ども10－20名、高齢者 4 － 8 名
と支援者20名程度
子どもは自分の「 3・1・2 弁当箱法」の基礎
理論の学習と実践。実践力形成に向けて、支
援者の食事・弁当も子どもがつくる。

学習者には参加後、自分にぴったり
（適量）の食事・弁当をつくるなどの実
践がみられた。支援者は支援の自己
効力感の向上がみられた。

食生態学－実践と研究 Vol. 2 ，p20－
30、NPO 法人食生態学実践フォーラム
HP、学会発表等

3

食事量の把握として活用：利用者
500kcalと職員600－900kcalの食事、常
食とソフト食などの食種の理解と実践
の学習教材。

2011年まで：月 1 回で 4 回コース、年 3 コー
ス実施、 1 コース 8 －10名
現在は施設内研修・学習会、年 2 回程度、 1
回当たり60分、 1 回10－30名

提供している食事の理解が深まり、
食事介護力が向上した。

施設内（管理者会議・全職員研修会）報
告

4

1 食の適量の理解と実践ツール（学習
教材）。

活動内容：共食と食・健康・運動の学習等
核料理の構成と弁当箱法を基礎とした食事
構成に関する基本学習（毎回）と、その演習
を年に 2 回実施。健康・運動の講話・演習等は
随時。

会員には共食の楽しさや、食・健康面
に対しての満足度など高い評価が得
られている。

活動の成果物（著書）：足立己幸・高橋
千恵子・小川正時著、マイゴール・マイ
サイズ・マイペースですすめる食から
の生きがい・健康・地域づくり　共「食」
手帳2008、群羊社

（現在の活動は会員内情報共有会資料）

5

適量の体験：研究の方法の一つとして
実施したシンポジューム参加者に対
し、「弁当箱法」による個々人の適量の
弁当を提供。

参加者は事前申し込み時に、参加者80名の体
格や身体活動レベルを確認した。アセスメン
トを基に、食のセンター管理栄養士により
500, 600, 700kcal の 3 サイズの“旬の 1 食”
コンセプトに、計画、作り（調理師も参加）、
提供。

「大変おいしかった」「まあおいしかっ
た」が92.3％を占めた。

（資料 1 ）p119－140
「食からに地域包括の在り方」検討の枠
組みとその検討のために地域高齢者を
含む関係者で共有できる教材（ワーク
シート）の開発

6

活用は①提供食事の計画と実施：主
食・主菜と副菜 2 品と（汁）で、500－
600kcal に整える（ごはん茶碗を個々
人で選ぶ）、②講話・相談時は個々人に
合った適量の食事の計画・実施（主教材
として活用）。

共食と食・健康等の外部講師による講和・相
談を組み合わせた活動、以下、「リフレ・サロ
ン活動」を38回実施。提供した食事は500－
600kcal、食の講話・相談は「 3・1・2 弁当箱
法」による適量摂取の支援、期間中に 2 回実
施。参加者評価は①活動直後の満足度調査、
②活動終了時の影響評価の適量摂取行動等
の調査を実施。

「リフレ・サロン活動」参加者529名中、
調査は474名で（回答者率90％の評価
は、「とても満足」「満足」が99％を占
めた。影響評価は、数回参加した10名
に対し、面接質問調査を実施。適量摂
取の知識・行動の自己効力感、等は全
員がとても高かった。

（資料 2 ）独立行政法人福祉医療機構
平成26年度社会福祉振興助成事業

「共食による認知症者と家族の健康支
援事業」報告書、健友会 HP
期間中の活動：月次のチラシ

活用は、上記①に概ね同じ。
加えて、②参加者個人別の食・健康情
報を基に、適量摂取の個別支援を強化

（ごはん茶碗を個々人で選ぶことも同
じ）。

「リフレ・サロン活動」は前年度の内容を一部
変更して86回実施。変更は食事提供時咀嚼面
等の個別支援の強化と適量摂取のための食
情報の提供等。
参加者1027名中417名に直後評価を実施。①
食と②講話等の活動の満足度等を実施し、回
答した315名に内99％が「とても満足」「満足」
と評価。影響評価は複数回参加し食情報が得
られた54名の③自覚的健康感、④活動参加に
よる心身への影響を実施し、18名（33％）が

「とても良くなった。「良くなった」と評価。

「リフレ・サロン活動」参加者は、食事
の量は「適量」、塩味は「ちょうど」
の評価は90％。54名の①自覚的健康
感は 1 年前より「とてもよくなった」

「よくなった」18名「変わらない」35
名、「悪くなった」 1 名と自覚的健康
感に向上がみられた。②活動への参
加が心やからだの健康に良い影響が
あったとは全員が回答。

（資料 3 ）独立行政法人福祉医療機構
平成27年度社会福祉振興助成事業

「共食による住民のつながりと健康支
援事業」報告書、健友会 HP
期間中の活動：月次のチラシ

7

ライフステージ等に合わせた食事量や
核料理の構成で食事提供。

田植え等イベント年 5 回程度の活動日の参
加者各々50名程に食事を提供（幼児を含めラ
イフステージ等に合わせて食事を提供）。

幼児を含む若い世代の家族 5 －10家
族も参加。ライフステージに合わせ
た量、料理構成での食事提供に対し、
健康的で安全、安価な食事として利
用者には好評。

第41回国際福祉機器展 HCR2014セミ
ナー事例発表「地域の方々と施設利用
者の日々の交流を創出するテラス活
動」、報告：地域交流センター

8

提供する食事の計画（アセスメントを
含む）、実施、評価に活用。

1 日1100－1200食をKとSの 2 法人の事業所
に提供
食事づくりはクックチルによる。食のセン
ターで副食を作り、K・S 厨房で個別対応を
し、各事業所で炊飯し配膳・共食をする。

おいしく、安全・安心・健康によい食
事として好評。
職員研修にもより、給食委員会等で
のフィードバックや情報共有が円滑
になった。

（資料 1 ）p81－93
地域高齢者それそれの健康・ライフス
タイル・生きがいを重視した、食からの
地域包括支援のあり方に関する研究事
業

9

「 3・1・2 弁当箱法」の容器・弁当箱を
“ごはん茶碗”として、「弁当箱法」の
コンセプトを展開し、介入研究（生活
実験）等のアセスメント、実施、評価
に活用。

学習者30名に対し「 3・1・2 マイごはん茶碗
法」を用いた学習会を実施し、 1 か月間の緩
やかな生活実験を求めた。介入前後の 3 日間
の食事を写真法と記録法による調査、体格、
血液の生化学検査を実施、解析し、前後の摂
取栄養素等の構成を比較検討した。

学習者は 1 食のごはん摂取と食事回
数が増加し、食事の PFC/E の適正化
がみられる等、「 3・1・2 マイごはん
茶碗法」の有用性が示唆された。

（資料 4 ）ごはん茶碗等常用食器を用い
る「 3・1・2 マイ食器食事法」（仮称）
の開発に関する地域・生活実験研究、の
内の研究 4（公社）米穀安定供給確保支
援機構の HP
第57回栄養改善学会示説発表「 3・1・
2 マイ茶碗法」の利用可能性と評価―
M 社会福祉施設の介護職・ボランティ
アへの介入―（2010年 9 月）。（注 2 ）

10

一般的なプラスチック弁当箱を使用
し、「弁当箱法」に基づいて弁当、
600kcal、750kcal の 2 タイプ契約し提
供。

K 社との契約内容、①価格500円（法人負担
を含む）②600kcal、750kcal の 2 タイプ（ご
はん量で調製、価格は同一）③箸及バランな
ど食物以外は不要、その分食事内容に反映、
④日曜日以外の昼食、納品は11：00。

利用者評価を基に K 社に、随時、改
善要求し、徐々に弁当箱法に準拠し
た内容となり質が向上。
おいしさ等の評価は「まあまあ」で注
文食数は安定。

施設内報告

11

地域に暮らす高齢者の個々人のニーズ
（年齢や介護度、健康状態等）に合った
食事計画・実施（食事づくりと食事提
供）に活用。

地域高齢者（上記 6 のリフレサロン活動参加
者）10－15名に対し、食のニーズを踏まえた
食事を計画、実施・提供、評価（量や味のアン
ケートによる）をしてもらった（ 2 回実施）。

地域で暮らす高齢者の食事量等の多
様な食事ニーズやコスト管理を踏ま
えた計画、食事づくりの作業性等が
2 回目は向上し、参加者の満足度の
評価は高かった。

学生の大学内での発表、栄養関連学会
等での研究発表（予定）

� 作成：針谷順子（2016年から社会福祉法人健友会地域事業部長）
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付表 5　�料理選択型栄養・食教育の教材『食事を構成する核料理としての主食・主菜・副菜の組み合わせ「 3・1・2 	
弁当箱法」＊による食事法』の大学を拠点にした研究と実践－N大学管理栄養学部教員 Tと教員 Aの事例	
（2012～2016年度）

番号 学習者・参加者 目的 主な企画・実施者・ 
（協力・協働者） 方法 成果 報告 

公表
実施 
年度

1
キャンパス内の
学生や関係者

料理選択型栄養・食教育のツールと
して「弁当箱法」を基礎にした食事
法があることを知る。

教員 A 研究室前の壁面にパネル 2 枚『実践性の高い「食
事」力を育てる簡単ツール』を掲示し、日常的に
情報を提供する。

食事法についての疑問が具体的になり、学生
同士の会話も多い。

2014～

2

管理栄養学部 
3 年生

「応用栄養学実習」において、ライ
フステージやライフスタイルに応
じた食事計画と供食スキルの向上。

教員 A 「弁当箱法」に従って、自分にとって適量な 1 食
を構想し、つくり、食べて評価した。その後、自
分とは異なるライフステージ・ライフスタイルの
人を想定し、展開を考えた。

普段の昼食時に教材として渡した弁当箱を使
用し、実践していた。
卒業後、病院、特別支援学校などの栄養教育
の場で「弁当箱法」を活用している。

2012

3

同じキャンパス
内で学ぶ留学生

「英文日本事情」の授業の中で、来
日間もない留学生が日本の食事の
良さを学ぶことにより、今後（留学
中・帰国後）の食生活に生かすこと
の可能性を学ぶ。

教員 A 
（名古屋外国語大学 
日本語教育センター）

和食の基本である一汁三菜は、主食、主菜、副菜
から成り、栄養バランスが整っていること、食生
活指針、食事バランスガイド、「弁当箱法」によ
る食事法の説明を行い、実際に「弁当箱法」の
ルールに従って、自分にとって適量な 1 食を構
想し、つくり、食べて評価する「弁当箱法」体験
セミナーを実施、評価した。

日本の日常食についての理解が深まり、関心
が高まった。食堂での会話にも加わっている。

2015～

4

大学のある市内
の小学校 4 年生

～ 6 年生

子ども発信の健康的な食事作りを
支援するために、「弁当箱法」によ
る食事法を活用した栄養・食教育プ
ログラムの有効性を検討する。

教員 A 
A の卒業研究生 

（日進市市民協働課）

学習目標：5 つのルールを理解する、 1 食の適量
を把握する、行動目標：核料理を揃えた食事を
する、「弁当箱法」による食事ができるようにな
る、環境目標：家族へと波及する、食事が家族の
コミュニケーションツールになるを掲げ、セミ
ナーを実施した。 1 か月後に影響評価を行った。

知識の高まりや行動の変容、学習者から家庭
への波及の兆しがみられ、概ね学習目標、行
動目標、環境目標を達成することができた。

2015

5

やせ願望を持つ
女子大生

（管理栄養学部 
2 年生）

偏った痩せ願望を持つ女子学生の
食事や健康に関する知識、態度、行
動と、「弁当箱法」プログラムの関
連を明らかにする。

教員 A 
A の卒業研究生 

（公益社団法人米穀安定
供給確保支援機構）

「弁当箱法」体験セミナーを実施し、 1 か月間、
食事の写真を送ってきた場合、助言するサポー
トを行った。偏った痩せ願望（BMI=25kg/m2未
満で痩せたいと思っている）を持つ者と持たない
者に群分けし、知識、態度、行動について学習前
後及び群間で比較を行った。

痩せ願望を持つ者の方が持たない者に比べ、
「弁当箱法」による食事作りの実践回数が多
かった。しかし、どちらの群も態度に対する
差はほとんど見られなかった。 ⅰ）

2013

6

「弁当箱法」体験セミナーと「弁当箱法」による
食事の実践・支援をするためのコンテストを組み
合わせたプログラムを実施した。結果目標は、目
標体重に近づく、行動目標は、①「弁当箱法」に
よる食事法を意識した“適量”な食事を用意でき
る、②「弁当箱法」による食事法を意識した“適
量”な食事の実践、学習目標は、①自身の食生活
について関心を持つ、②標準体重について理解
する、③「弁当箱法」のルールを理解するとして
評価を行った。

学習者の半数が目標体重に近づいた。学習目
標の①と②は多くの者が達成できたたが、③
については少なかった。行動目標①も達成者
は少なかったが、②については半数の者がで
きていた。

2016

7

管理栄養学部 
2 年生

「弁当箱法」による食事法を用いて、
管理栄養士養成課程女子学生の食
事構成力を育む。併せて、その食教
育プログラムの有効性について影
響評価等で検討する。

「弁当箱法」体験セミナーと「弁当箱法」による
食事の実践とそれを支援をするための昼食会を
組み合わせたプログラムを実施した。学習群の
食知識、食態度の前後比較、学習群と非学習群の
食態度の比較を行った。

体験セミナー 1 か月後、「弁当箱法」に関する
知識は維持されていた。「弁当箱法」による食
事を継続しようと思うか、という質問では、全
員が“思う”“少し思う”と回答した。学習群は
非学習群と比べて、食生活指針10項目に関す
る行動変容段階の合計点が有意に高かった。

2014

8

「弁当箱法」体験セミナー前に、食
文化や地域の産物に関する実践的
な学習セミナーを開催することが、
食事の適量把握力形成を支援する
栄養・食教育プログラムとして効果
があるか検討する。

教員 T と A 
ヒューマンケア学部教員 

A の卒業研究生 
（健康・栄養研究所） 

（公益社団法人米穀安定
供給確保支援機構）

「弁当箱法」体験セミナー参加希望の学生に対し、
事前に食文化や地域の産物に関する実践的な学
習セミナーを開催した。食行動、食知識、食態
度、身体組成および体調の変化について、栄養・
食教育プログラム前後の調査票および身体計測
値より評価した。

学習セミナーは、食事の適量把握力形成（「弁
当箱法」による食事づくり）に影響しなかっ
た。管理栄養学部の学生に対しては、「弁当箱
法」による食事を実践するメリット（結果期
待）の理解が重要ではないかと考えられた。

（12へ反映）

2015

9

ヒューマンケア
学部

教職課程 2 年生

教職課程を履修している女子学生
を学習者とした「弁当箱法」による
食事法を用いた栄養・食教育プログ
ラムの効果を明らかにする。

教員 T と A 
ヒューマンケア学部教員 

T と A の卒業研究生 
（健康・栄養研究所） 

（公益社団法人米穀安定
供給確保支援機構）

「弁当箱法」体験セミナーを実施した。学習会前
と直後、 3 か月後に身体計測と身体組成の測定、
食態度、食行動に関する質問紙調査を実施し、体
験セミナー前後の比較を行った。

体験セミナーは全員が楽しみ、ルール等の理
解度も良好だった。3 か月後、学習した内容を
誰かに伝えた者は82.1％いた。自分の食生活
への関心について、“とてもある”者が増加し
た。食生活指針に関する行動変容段階につい
て、「 1 日の食事のリズムから健やかな生活リ
ズムをつくる」、「食文化や地域の産物を活か
し、ときには新しい料理もつくる」の行動変容
段階の向上が認められた。食生活満足感につ
いて、“とても満足”と“少し満足”していて
いる者が有意に増加した。BMI が有意に高く
なったが、体脂肪量には明らかな変化は認め
られなかった。一方、たんぱく質、骨ミネラ
ル量、骨量、骨格筋量は有意に増加していた。

（10へ反映）

2012

10

「弁当箱法」体験セミナー後、約 1
か月ごとに栄養・食支援を行い、そ
の効果を検討する。

「弁当箱法」体験セミナー後、 1 か月ごとに学習
者が詰めた弁当箱の写真を支援者にメール送信
し、支援者はその内容についてのアドバイスを
返信するというプログラムを実施した。食行動、
食知識、食態度、身体組成および体調の変化につ
いて、プログラム前後の調査票および身体計測
値より評価を行った。

自分で弁当を 2 回以上作った実行多群では良
好な変化がみられた。弁当をつくった回数と
食生活指針に関する行動変容段階の合計に相
関が認められ、弁当をつくる回数が多いほど、
より良い食の循環を目指した食事づくりの実
行度が高かった。また弁当をつくる回数は、セ
ミナーを含め 3 回以上が望ましいことが確認
できた。“食文化や地域の産物を活かし、とき
には新しい料理もつくる”ことを重要と思う
ことと弁当をつくる行動に関連がみられ、よ
り良い食の循環を目指した食事づくりの実行
度を高めることに繋がった。（ 8 へ反映）

ⅱ）

2013

11

「弁当箱法」体験セミナー 3 か月後
の行動目標として掲げている『「弁
当箱法」による食事づくり』に対す
る“目標設定と情報提供”を行い、
その有効性を検証する。

「弁当箱法」体験セミナーを実施し、教材として
渡した“弁当箱を日常的に使用する”目標設定を
した者に対し、「弁当箱法」による食事法に関す
る情報提供を行った。“弁当箱を日常的に使用す
る”ことを目標とし、情報提供を受けた者を目標
有群とし、それ以外の者を目標無群とした。両群
について、“「弁当箱法」による食事づくり”に対
する評価を行い、その要因について分析した。

目標有群の内、目標無群と実践回数が同じ
だった 3 回以下実践者と、 4 回以上実践者の
比較を行ったところ、食生活指針10項目のう
ち、“食文化や地域の産物を活かし、ときには
新しい料理も”を重要と思う者が 3 回以下群
では有意に少なく、“食生活の満足感”におい
て、 4 回以上群では満足している者は有意に
少なかった。（ 8 へ反映）

2014
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番号 学習者・参加者 目的 主な企画・実施者・ 
（協力・協働者） 方法 成果 報告 

公表
実施 
年度

12

ヒューマンケア
学部 

教職課程 
（養護教諭）学生

「弁当箱法」による食事を実践し、食
生活を改善したことによる身体組
成および体調への効果を明らかに
する。

教員 T と A 
ヒューマンケア学部教員 

T と A の卒業研究生 
（健康・栄養研究所） 

（公益社団法人米穀安定
供給確保支援機構）

「弁当箱法」体験セミナーに参加した学生に、 1
か月間、「弁当箱法」による食事を実践してもら
い（セルフモニタリング）、身体組成および体調
の変化について、プログラム前後の調査票およ
び身体計測値より評価した。

「弁当箱法」による食事法を意識して、食事を
1 か月続けた場合、体調の良好な変化は認め
られなかったが、適正な BMI を維持しつつ、
体脂肪量が減少し、骨格筋量が増加する傾向
がみられ、実践のメリット（結果期待）を伝
えるための基礎資料となる可能性が示唆され
た。

ⅲ）

2016～

13

耐糖能に異常が
みられた 
若年女性 

（管理栄養学部
3 年生）

やせ型若年女性に対する「弁当箱
法」を軸にした食生活の介入によっ
て、食行動や食態度が変化し、耐糖
能異常が改善するかを明らかにす
る。

教員 T と A
（公益社団法人米穀安定

供給確保支援機構）

75gOGTT で境界型あるいは糖尿病型を示した
者のうち、同意が得られた被験者らに「弁当箱
法」体験セミナーを実施した。その後、 3 か月間

「弁当箱法」による食事をセルフモニタリングし
ながら実践してもらった。介入前後に施行した
75gOGTT、身体計測、体調に関する質問回答、
食生活・食行動に関する質問回答を比較し評価し
た。

インスリン分泌を促進する消化管ホルモン
（GLP-1）は有意に増加し、インスリン初期分
泌反応が有意に増加した。その結果、糖負荷
30分後の血糖値は低下した。さらに体調にも
良い影響を及ぼした。全被験者の平均の実践
度は、約 1 か月ごとに低下する周期がみられ
た（10へ反映）。

ⅳ）

2012

14

離乳期の児を 
持つ母親

子ども「食」について考えよう！（乳
幼児をもつ母親を支援する共食を
軸とした栄養・食教育プログラム）
を実施する。

教員 T と A 
A の卒業研究生 

（子どもケアセンター） 
（健康・栄養研究所）

第 1 回「離乳食は大人の仲間入り」、第 2 回「離乳
食と取り方と心の発達」、第 3 回「離乳食の量と
身体の発育」、第 4 回「幼児食と家族の健康」の
内、第 3 回で母親の 1 食の適量を説明するとき、
第 4 回で弁当箱のサイズを変えながら、幼児か
ら高齢者（家族みんな）の適量を説明するとき、

「弁当箱法」による食事法を活用した。

ワークへの積極的な取り組みやディスカッ
ションでの活発な発言があった。子どもの発
達や発育への関心だけでなく、家族との共食
への関心や意欲の高まりがみられた。 ⅴ）

2014
2015

15

離乳完了～ 
未就園児の母親

教員 T と A 
A の卒業研究生 

（子どもケアセンター） 
（健康・栄養研究所）

学習目標を「弁当箱法」による食事法がわかる、
母親自身の適量な 1 食がわかる、子どもの適量
な 1 食がわかるとし、食事（食卓）のイメージが
わく（料理の組み合わせ、楽しく食べることな
ど）、親子の交流、他の親子との交流を深めるこ
とを実施目標として、「弁当箱法」体験セミナー
を実施した。

母親たちはみんなで食べることで、普段見ら
れない子どもたちの成長を見て驚いていた様
子だった。会食は終始なごやかな雰囲気で行
われ、母親同士の交流ができただけでなく、講
師による食事相談もうちとけた形で行うこと
ができた。

2016

16

子育て中の母親 第二次日進市食育推進計画を理解
し、食生活に活かしたいと思うこと
で、食育について理解を深め、子育
てを楽しむ。

教員 A 
（日進市教育委員会 

生涯学習課）

第 1 回は第二次日進市食育推進計画の核となっ
ている共食についての理解を深め、第 2 回でそ
の実践方法として、「弁当箱法」による食事法に
ついて学習した。

共食と食事バランスよい食事（「弁当箱法」に
よる食事）の関連がわかり、こころ、からだ、
くらしにもよいことを学ぶことができた。

2016

17

一般高齢者 尾張旭市長寿学園（生涯学習）の講
習会において、食からの生きがい、
健康づくりを考える。

教員 A 
（尾張旭市教育委員会 

生涯学習課）

生きがいをもって楽しく元気に過ごすために、
自分にとっての適量を知り、実践することが大
切、また共食により楽しく実践すれば、新たな
生きがいにつながる可能性もあることを弁当箱、
そのまんま料理カードを用いて説明した。

低栄養予防のために自分にとって適量な 1 食
を知る機会となった。隣の人と自分の適量が
異なることに気づくことができた。買ってき
た惣菜でも栄養のバランスが整えられること
が分かった。

2014

18

栄養教諭 「栄養教諭レベルアップのための
ワークショップ」第 5 回：教材性の
高い教材開発と活用－食事の適量
把握ツール「弁当箱法」を事例に－
において、教材とは何か、栄養・食
教育の教材に求められること、「弁
当箱法」による食事法のコンセプト
の理解と活用を考える。

健康・栄養研究所 
客員研究員 

教員 A 
（健康・栄養研究所）

「弁当箱法」体験セミナーを実施し、その後、グ
ループに分かれ、小学校や中学校で活用方法に
ついて討論し、学習支援計画案を作成した。

多様な活用方法があることがわかり、それら
を参加者で共有できた。

2011

19
「弁当箱法」について正しい理解を
し、科学的根拠に基づいた学習者支
援法を習得する。

NPO 法人食生態学 
実践フォーラム名古屋コア 

教員 A

「弁当箱法」体験セミナーを実施し、その後、各
自で、自校での活用方法を考え、学習支援計画案
を作成した。

2014

20

家庭科教諭 
栄養教諭 

学校栄養職員

愛知県尾教研丹葉支部技術・家庭科
実技研究会研修会において、「弁当
箱法」による食事法で 1 食の適量
をさがす（「そのまんまお弁当料理
カード」を活用した授業実践の検討
をする）。

NPO 法人食生態学 
実践フォーラム名古屋コア 

教員 A 
（愛知県尾教研丹葉支部
技術・家庭科実技研究会）

「弁当箱法」体験セミナーを実施し、その後、「そ
のまんまお弁当料理カード」を活用した模擬授業
を行い、グループごとに小学校や中学校で活用
方法について討論した。

2013

21

健康支援の 
専門家

第17回日本健康支援学会年次学術
大会“教育講演・ランチョンセミ
ナー”において、“魚を主菜にした

「弁当箱法」実践セミナー”の開発
を行い、評価する。

教員 T と A 
NPO 法人食生態学 

実践フォーラム名古屋コア 
（一般社団法人東京水産

振興会） 
（日本健康支援学会）

身体的な健康や栄養バランスの面からだけでな
く、おいしさや楽しみ、食料生産・流通、食文化
等の面から、人々の健康を支援することの必要
性と重要性の説明を行い、“魚を主菜にした「弁
当箱法」実践セミナー”を実施し評価を行った。

管理栄養士だけでなく、医師、看護師、薬剤
師、理学療法士、健康運動指導士、健康運動
実践指導者、研究者など多くの専門家と健康
な食事を共有できた。

2015
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日進市
食育推進委員会

日進市食育推進計画（第 2 次） 教員 A 
日進市食育推進委員会

基本方針の 1 つに”バランスのとれた食生活を実
践します”を掲げ、その教材として「弁当箱法」
による食事法を普及・啓発すための資料を提供し
た。

4 の実施につながった。 2014～

23
長久手市

食育推進計画策
定委員会

長久手市食育推進計画（第 2 次） 教員 A 
長久手市食育推進計画策

定委員会

基本理念”みんなで楽しく食べよう、長久手の
食”の核となる教材として「弁当箱法」による食
事法を普及・啓発するための資料を提供した。

2018年度以降名古屋学芸大学学生が長久手市
版食育ガイド作成にサービスラーニングとし
て参加予定。

2016～

＊；表中では「弁当箱法」
報告・公表
ⅰ）　安達内美子，塚原丘美，三浦浩子，西尾素子，足立己幸．教職課程履修女子学生について「 3・1・2 弁箱法」を用いた食育プログラムの検討．名古屋学芸大学健康・栄養研究所年報2014；（ 6 ）：13－23
ⅱ）　安達内美子，塚原丘美，三浦浩子，足立己幸．教職課程履修女子学生のための「 3・1・2 弁箱法」を用いた食育プログラムの評価．第61回日本栄養改善学会学術総会2014；口頭発表
ⅲ）　安達内美子，塚原丘美．若年成人女性の「 3・1・2 弁当箱法」実践による体調および身体組成への効果．第64回日本栄養改善学会学術総会2017；口頭発表
ⅳ）　塚原丘美，安達内美子，足立己幸．やせ型女性の耐糖能異常に対する「 3・1・2 弁当箱法」を軸にした食生活介入の効果（第 1 報）．第60回日本栄養改善学会学術総会2013；口頭発表
　　 安達内美子，塚原丘美，足立己幸．やせ型女性の耐糖能異常に対する「 3・1・2 弁当箱法」を軸にした食生活介入の効果（第 2 報）．第60回日本栄養改善学会学術総会2013；口頭発表
　　 Namiko Adachi, Takayoshi Tsukahara. Effects of intervention based on The 3-1-2 Meal Box Magic for young female who had IGD. ACN2015 12th Asioan Congress of Nutrition2015; ポスター発表
ⅴ）　安達内美子，塚原丘美．乳幼児をもつ母親への食育プログラムの検討－子育て支援事業“子どもの「食」について考えよう！”の形成的評価－．名古屋学芸大学子どもケアセンター年報2016；（ 1 ）

作成：安達内美子（名古屋学芸大学 管理栄養学部 栄養指導論，他を担当），塚原丘美（同大学 臨床栄養学，他を担当）


